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第 1章 緒論 
 
1.1 研究背景 
 
製造業における生産方式は資本集約型生産方式と労働集約型生産方式に大別される．
需要の季節変動が大きい商品，多品種少量生産される商品に対しては労働集約型生産方
式が多く用いられる．労働集約型生産方式は，主として人の労働力に依存して作業が遂
行される方式であることから，雇用の場の確保にもつながる．そのため，社会的意義も
大きい．また，労働集約型生産方式を採用している事業所では，稼働要素に分類される
加工，組立は付加価値を生じる作業として認識されている[1]．そして，生産性を改善す
るために IE（Industrial Engineering）手法，機械工学，電気工学およびシステム工学
に基づく多様な技術が開発されている．他方，準稼働要素に分類される物流および設備
メンテナンスは稼働要素を補佐する作業と捉えられ，費用削減のために外注化される機
会が増加している[2][3][4]．そのため，物流および設備メンテナンスを専門に請け負う
事業の市場規模は増加傾向にある．しかし，物流および設備メンテナンス作業は取り扱
う品目が多種，多様であることおよび同一作業の繰り返しが少ないことにより，科学的，
分析的手法の適用が困難である．そのため，生産性改善手法の研究開発は加工，組立と
比較して少ない． 
一方，我が国のものづくりを担う労働人口に関しては，以下に述べる傾向が見られる．
我が国の総人口は 2005 年をピークに減少に転じている．そして，生産や消費を支える
生産年齢人口（15 歳～64 歳）は 2005 年の 8,442 万人から 2030 年の最も楽観的な予
測でも 6,875 万人に減少すると見られている[5]．労働力の提供が 20%減少すれば労働
コストが跳ね上がるばかりか，作業者の雇用そのものが困難になる．何も対策を打たな
ければ，生産工場や物流センターを海外移転，新規プラントの海外建設などが今以上に
増加し，国内の雇用空洞化に拍車がかかる可能性が高い．一方で国内に留まる選択をし
たとしても，物流および設備メンテナンス事業について見れば，加工，組立事業に見ら
れるようなロボット化，自動化を急速に進めることは，その多様性から困難である．各
事業者の対応は，高齢労働者や外国人労働者のような，いわゆる｢ロースキル労働者｣を
今まで以上に雇用し，多様な作業を人手により効率化せざる得なくなる[6]．このような
考え方に対して，黒田[7]と福井[8]は安易な外国人労働者の導入は社会コストを増加さ
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せるため，むしろ経験年数の少ない若年労働者や女性，高齢者の活用を促進すべきと述
べている．黒田[7]と福井[8]の提唱する考え方を実現するための方策として以下の 2 点
が挙げられる．①資本装備率の向上と②作業効率を革新的に改善するための活動を実践
することである．特に，労働集約型作業の比率が高い物流事業および設備メンテナンス
事業においては，後者の人手による作業効率の改善を図るための作業支援技術を開発す
ることは大変有効な解決策のひとつである[9]．その理由は，大江および吉本の考え方を
参考にしたことによる．大江[5]は物流にエンジニアリングを導入することを提唱して
いる．そのために，物流現場の作業改善に IE を活用することを推奨している．吉本[10]
は，物流や設備メンテナンスを含むサービス事業において IE を用いた改善が有効であ
ると述べている． 
上記に述べた事項は以下のようにまとめられる．物流および設備メンテナンス事業は
労働集約型作業が中心であるために雇用の創出につながり，社会的意義は大きい．物流
および設備メンテナンス事業を継続するためには作業の効率化のための技術開発が必
要である．作業の効率化には，IE と機械工学，電気工学およびシステム工学を総合的
に組み合わせることが有効である． 
次に，物流および設備メンテナンス事業においてこれまでに成されている作業効率化
技術の変遷について述べる． 
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1.2 物流事業における作業効率化技術の変遷 
 
1.2.1 物流の基本機能 
国内物流事業の事業規模は営業収入で年間 20 兆円，従業員数約 125 万人が従事する
大規模な事業分野である．また，この事業規模は物流事業を専門とする事業者のみの数
値であり，国内にはこれとほぼ同規模の企業内物流事業が存在する．よって物流事業全
体の規模は GDP の約１％弱に相当する 40 兆円にのぼると想定される．物流とは，商
品を生産地点から，顧客が要求する時間に要求する場所へ輸送することを実行し管理す
ることである[11]．そして，物流は，商品を生産する工場構内の生産物流を中心に，工
場へ原材料や部品を供給するための調達物流，出来上がった商品を店舗へ届けるための
販売物流や消費者に届けるための消費者物流に大別される．そして，物流の基本機能は
5 つに分類される．①トラックや船を使って離れた場所に物を移動する輸配送機能，②
倉庫などに適切な状態で物を保存する保管機能，内容物の保護や商品区分のための外装
や表示を行う③梱包，包装機能，④顧客へ届ける前に商品としてのニーズに合わせて製
品加工や値札付けを行う流通加工機能，⑤荷扱いを行う荷役機能である[12]． 
 
1.2.2 物流の基本機能の機械化 
日本における，物流基本機能の機械化は 1960 年代のユニットロードシステム（unit 
load system）の導入を契機として始まった．ユニットロードシステムとは貨物をあら
かじめある標準の重量もしくは体積（取扱単位）にまとめ，これを途中で崩すことなく
一貫して機械力で荷役，輸送する方式である．日本における物流標準化の礎となるもの
であり，現在，国内で普及しているコンテナ，パレットの標準化はこれを契機に始まっ
た [13]．標準化の進展と共に物流効率化を図る機器の開発が進み物流基本機能の機械
化は大きく前進した．現在も物流基本機能の機械化に年間約 3000 億円費やされている
[14]．物流の 5 基本機能に沿って代表的な機械化事例を以下に示す．①輸配送機能の機
械化は，コンテナの標準化と普及に伴いコンテナ用トレーラーやコンテナ用クレーンや
コンテナ船の導入により進んだ．②保管機能の機械化は，パレットの標準化と普及に伴
いフォークリフトや自動倉庫などの導入により倉庫内の保管機能の機械化が進んだ．③
梱包，包装機能の機械化はパレットの普及により段ボール箱の普及が進み梱包機器など
の導入により機械化が進んだ． 
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一方，標準化の対象にならなかったバラ荷物を主体とする④流通加工機能と⑤荷役機
能の機械化はあまり進まなかった．そして， 1990 年代，日本は本格的な消費社会を迎
え，多品種少量生産へのシフトが進む中，物流も消費の高度化，多様化に伴って多品種
少量物流の流れが加速した．GMS（ゼネラル マーチャンダイズ ストア：総合スーパ
ー）やコンビニエンスストアなどの急速な普及に伴い，これら流通業界のニーズである
多品種，小口，高頻度配送に対応するため，メーカー，卸売り業界，など多方面で物流
効率化ニーズが高まった．オーダーの小口化に対応して，商品をきめ細かく仕分けして
多頻度で配送するために物流基本機能全般における工数が増加したが，中でもバラ荷物
を手作業で扱う比率の高い④流通加工と⑤荷役機能の効率化が求められた． 
流通加工機能の機械化について以下に述べる．流通加工機能の中で最も工数のかかる
作業はオーダーピッキングである．格納してある荷をオーダーに従って取り出し，まと
めて行く作業である．この作業の効率化を図ることは物流工程全体の効率化に大きく寄
与するものである．機械化のために自動仕分け機（図 1-1）や，コンピューター支援に
よる作業指示端末を活用したデジタル表示ピッキングシステム（図 1-2）が開発された
[15][16]．しかし，投資金額が数千万円から数億円と高額であることや，導入に当たっ
て検討期間が半年から 1 年間と長期に渡ること，など導入までのハードルが高く導入は
あまり進んでいない．高橋[17] [18]も指摘するように，機械選定に当たっては，搬送，
取り扱う資材の特徴，作業上の特性他 29 項目にも及ぶ属性を抽出し，設備の能力を最
大限に発揮できる仕様を検討しなければならない．具体的な検討方法は，まず機械化の
目的を明確化するところから始まる．①無人化，②省力化，③作業ミスの削減，④スペ
ース効率の向上，⑤稼働率の向上，⑥リードタイム短縮など機械化する目的を設定する．
次に，設定した目的に対して目標を明確にし，具体的な数値で達成度を評価する．そし
て，その目標を達成するための設備設計を行い，フィージビリティースタディーにより，
投資金額と投資効果を求める[19]．最後に，投資採算性を判断する．その時のポイント
は，以下の 5 点である①1 日および 1 時間当たりに取り扱う荷物の量が平準化されてい
るのか，②荷物の種類は一定なのか，③荷物の荷姿はバラ荷物や箱入りなど一定なのか，
④今後どれくらいの荷物の取り扱いが見込まれるのか，（安定的に荷物は増え続けるの
かという市場変化への予測），⑤仕分け機械を設置するスペース，メンテナンススペー
スや作業スペースが確保できるのか[20]．これらの条件が満たされ，かつ機械化による
コスト削減効果が見込まれる場合に機械化が行われる．しかし，特に重要な④項に関し
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ては，スーパーや大手製造業など大規模な流通量を長期間安定的に確保できるところで
ないと貨物を安定的に確約することは困難であり，大型設備投資に踏み切れない
[21][22][23]． 
 
  
図 1-1 自動仕分け機       図 1-2デジタル表示ピッキングシステム 
 
次に荷役機能の機械化について述べる．生産や流通現場では工程間が何らかの理由で
連続化できない場合に，必ず手扱いを含む運搬作業が必要となる．このような工程間を
繋ぐ荷扱いが荷役機能である．その必要工数は，運搬そのものよりも荷物の積卸ろし作
業に消費されている場合が多い[24]．そこで，積卸しのための手扱いや運搬中継のため
の手扱い回数を減少させることができれば，その工数上の効果のみならず，事故や損傷
の防止といった品質面での効果も大きい．ユニットロードシステム導入によりコンテナ，
パレット，単位での運搬を実現し，バラ荷物の状態での手扱いを可能な限り少なくする
方法が目指されてきた[24]．生産から販売まで一貫して同じパレットで荷扱いできれば
手作業はほぼ無くすことができる．しかし，現実的には日本国内だけでも 800 種類にの
ぼるパレットが普及している，理由は，パレットが従来各工場や倉庫で貨物の運搬や保
管に主として使用されてきたためで，貨物の種類により工場や倉庫の規模によって各種
のパレットが普及したためである．そのために，生産現場から出荷する荷物を流通用の
パレットへ人手により載せ替える荷役作業が随所で行われることとなった．また，多品
種少量物流の普及に伴いパレットから小分けにした商品を納入用の通箱や籠車へ積み
替える作業も人手による作業として多く残されている．  
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1.2.3 物流事業における作業効率化の課題と対策 
物流基本機能の機械化はユニットロードシステムの導入に伴う標準化と共に進んで
きた．一方，標準化の対象とはなりにくいバラ荷物を対象とする流通加工と荷役機能に
おいては人手を使った作業が多く残る結果となっている．この流通加工と荷役機能の効
率化が物流事業の課題として捉えられる． 
高橋[25]は，物流効率化のための最終的ゴールを機械化，自動化におくにしても経済
的，技術的に自動化，機械化が適当でないと判断した場合は人手に頼らざるを得ないと
指摘している．鈴木[26]も，完全自動化は柔軟性に欠けるため，多品種少量や変種変量
を前提とする現在の消費形態において自動化，機械化は技術的に難しいばかりでなく設
備費も割高になると述べている．高橋[27]はただ単に人間の仕事を機械に置き換えるの
ではなく，人間の能力を引き出すために機械を活用する視点も必要となると述べている．
そのためには，人間と機械の相互作用を考えて機械化を進める必要がある．
Chakravorty[28]は，人間の管理上の問題点を抽出し解決を図り，次に機械化を前提と
する技術的問題を解決し，最後に人間と機械の相互作用を検討し生産性の向上を図る方
法を提案している． 
以上のことを勘案すれば，物流事業における人手による作業の効率化に対して従来の
「勘と経験」に頼った作業改善ではなく，IE を用いた科学的，分析的な手法を用いて，
作業効率化へ貢献することは効果が大きいと考える．そこで，本論文では流通加工機能
については効率化の手法を提案する．また，荷役機能の効率化については作業負担を軽
減することが有効と考えられることから，作業負担軽減手法を提案する． 
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1.3 設備メンテナンス事業における作業効率化技術の変遷 
 
1.3.1 設備メンテナンスの事業規模 
設備メンテナンス事業は主として石油精製，化学，製鉄，発電等の装置，工作その他
機械類の複合体（以下｢プラント｣という）の性能を維持，改善することを目的に設備保
全，整備，改善などの技術サービスの提供を行っている．設備メンテナンス業はこれら
のサービスを提供することで，製造業をはじめとしたわが国産業全体の生産性の維持向
上に重要な役割を担っている．その市場規模は，2006 年度の売上高は約 8,600 億円で
2003 年度の 6,200 億円から増加傾向にある．この背景として，新規建設ばかりでなく，
既存プラントの老朽化が進行する中，ここ数年製造業を中心にプラントの修繕や更新が
積極的に行われていることも挙げられる． 
 
1.3.2 設備メンテナンス事業 
設備メンテナンスの形態は大きく 2 つに分類される．設備稼動中に行う日常保全，装置
を停止して実施する定期点検修理である．日常保全は定期点検修理と比較して安定的な需
要がある．そのため業務量は一定で雇用も安定している．一方，定期点検修理は，エネル
ギー需要に連動する形で電力，石油精製や化学プラントが稼動している関係上，需要閑散
期に当たる春と秋に集中することとなる．また近年の規制緩和により，定期点検修理の周
期が，毎年実施から 2 年周期に，さらには 4 年周期へと長期化した．これら条件により，
設備メンテナンスの需要も変動し，閑散期とピーク時のギャップが非常に大きくなってい
る．そのため，プラントが立地する周辺地域の中小事業者に作業が集中し，委託先の確保
が困難な状況が発生してきている．他方，委託先もピークに合わせた要員を常時配置して
おくこともできず，不足工数は派遣作業者などで対応することとなる．このような状態で
は技術や技能の蓄積が行われず，専門人材育成の観点からも大きな障害となっている． 
 
1.3.3 労働力確保の現状 
設備メンテナンスは人の技術，技能に依るところが多く，雇用人数は，直接雇用約 2 万
人，安定的に起用している委託作業者は 15 万人となっている．近年，現場環境は環境意識
の変化や労働安全意識の高まりなどから改善は進んでいるものの多くは，所謂3K（きつい，
汚い，危険）現場の典型で，次を担うべき若年者雇用が厳しい状況に変わりはない．特に前
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項で述べたプラントの定期点検修理においては，安定雇用が難しいことなどから高齢化が
著しく，労働人口減少を見越した取り組みが急務である． 
 
1.3.4 設備メンテナンス事業における作業効率化技術 
設備メンテナンスの主な機能は，①工程管理，②設備診断，③安全, 環境，④教育，
訓練で構成される．①工程管理は，保全作業進捗管理や設備情報管理などである．②設
備診断は設備診断技術を使って行う予知保全である．振動，腐食，漏れなどに関する診
断技術が開発され実用化されている．③安全，環境は現場の安全確保のために，通常の
安全管理に加え，設備の不安全箇所を調査し，その発生源対策を行い安全管理基準を整
備し，その維持活動を通じて，災害ゼロを達成する活動である．④教育，訓練は，③の
安全も含めて，設備メンテナンスの作業品質を高める最も重要な活動であり，教育カリ
キュラムの整備や教育支援装置の開発などが強く望まれている． 
長谷川ら[29]が述べるように，徐々にではあるがシステム化も進んできており，技術
情報の統合管理ツールも開発されている．プロセスフロー，運転データ，機器のエンジ
ニアリングデータ，検査履歴などを統合化して管理し自由に検索できる統合データベー
スの構築である．また，設備診断については，さまざまな技術が開発されている．総延
長距離が何百キロにも及ぶ化学プラントの配管の内部腐食情報を全て人手で収集する
ことは大変困難な作業である．野見山ら[30]は，収集が容易な箇所の情報からリスクの
高い箇所を推定する技術など効率化のための技術開発を進めている．一方で長期雇用を
前提としない派遣労働者が中心で，未熟練の若年労働者や高齢者が多く従事する設備メ
ンテナンスにおいては，技能，技術教育や安全教育を効率的に行う技術開発に関しても
強く望まれている．鈴木ら[31]は，身体に装着したカメラと身体加速度を測る装置を使
って日常保全作業でのノウハウを画像，音声と共に蓄積し，データベース化する教育支
援システムの開発を行っている．  
その他の作業効率化支援技術としては，人が入れない場所へのロボット技術の導入が
一部で進められている．例えば，原子力発電所の原子炉容器溶接部を内側から超音波探
傷検査を行うロボットなどである．しかしながら石油化学など一般的なプラントにおい
ては一部での導入にとどまっている．[32] 
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1.3.5 設備メンテナンス事業における効率化の課題と対策 
設備メンテナンス事業の主な活動は，設備保守の作業を安全かつ正確に実施できるよ
うにするための作業教育，作業を効率的に遂行するための各種工具の開発と設備診断技
術の開発，および日程計画，進捗管理等を含む工程管理に大別される． 
設備メンテナンス事業の特徴は稼動要員の波動性が非常に高い点である．年間延べ動
員数で見ると，各企業の定期点検保守が集中した年には 1,300 千人だったものが，閑散
期であった年には約 40%減の 830 千人に減少している．そのために，人員は派遣労働
者に頼るため，技能の伝承や長期雇用を前提とした習熟曲線の向上による生産性向上が
望めない．労働集約型作業の比率が高く，未熟練の作業者を主体に作業を行わねばなら
ない．未熟練者を中心とする設備メンテナンス事業において，作業品質の向上と安全を
確保するためには，未熟練者の教育効率化が課題である．そこで，本論文では設備メン
テナンス作業が安全かつ正確に遂行されるための教育支援装置の開発手法を提案する． 
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1.4 本論文の構成 
 
 本論文は，図 1-3 に示すとおり 5 章にまとめている． 
 第 1 章において，本研究の背景，物流および設備メンテナンス事業における作業効率
化技術の変遷と本論文の構成を述べる．  
 第 2 章では，流通加工を対象とする．流通加工はピッキング，仕分け，荷合わせ，検
品，梱包からなる．これらの作業を通じて商品に付加価値が付けられる．本章では，IE，
RFID（Radio Frequency IDentification）技術および自動化技術を組み合わせた生産性
の改善手法を提案する．改善活動の流れは，作業分析による課題抽出，生産性の改善目
標の設定，改善方策の立案およびシミュレーションによる改善効果の予測からなる．流
通加工で取り扱われる品目は多様であること，および流通加工を実施する物流センター
の規模，機械化の程度も多様である．そこで，多様な流通加工に広く適用できる生産性
評価指標を提案する．生産性指標として，1 人単位時間当たりの出荷量（pcs/人・hr）
を用いる．提案手法では，まず作業分析により生産性を測定するとともに，制約条件の
理論に基づきボトルネック工程を特定する．次に，ボトルネック工程を解消するための
改善案（自動化案）を提案する．そして，改善案が実施される場合を想定して，作業員
の再配置を考慮に入れて生産性評価指標を予測するモデル式を求める．このモデル式に
より実機を導入する前に改善案の評価を可能にする．そして，提案手法が具体的な流通
加工の効率化に適用できること検証するために，流通加工を請け負う物流センターの改
善活動に適用する．流通加工の作業分析を行い，生産性評価指標およびボトルネック工
程を明らかにする．そして，RFID および仕分け機を用いた改善案を提案し，改善効果
を提案手法に基づいて予測する．さらに，改善案を実現するための実機を製作する．そ
して，実機を用いた運用試験により，予測された改善効果が達成されたことを示す．こ
の適用例により，IE と自動化技術を組合わせることにより企業の投資判断に足りうる
生産性改善を実現できることを示す． 
 第 3 章では，荷役作業を対象とする．荷役作業効率に作業負担が影響を及ぼすことか
ら，作業負担の評価および軽減を目的とする手法を提案する．作業負担は OWAS 法
（Ovako Working posture Analyzing System）により判定する．従来は，一連の作業
のスナップ写真を複数の場面について撮影する．そして，産業医が目視により場面ごと
の作業姿勢から OWAS 法に準拠して作業負担を判定する．提案手法では，作業姿勢を
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人工現実感技術を用いて連続して再現する．また，作業負担の評価に用いる OWAS 法
を定式化する．それにより，提案手法では作業負担を連続して自動判定できるとともに，
人工現実感技術を用いて作業負担が軽減されるように作業姿勢を再設計できる．次に，
本手法による作業負担の判定結果と産業医による判定結果の比較実験を行う．比較実験
における両者の判定結果は，一致した割合が 76％，相関係数も 0.85 と高い値となり，
本手法が実運用に足りる性能を有していることが示される． 
 第 4 章では，設備メンテナンス作業を対象とし，教育支援装置を開発するための手法
を提案する．本手法では，タブレット PC を用いる．PC 背面のカメラにより目前の機
材を撮影する．撮影された写真を画像処理することにより，機材の種類を自動判別する．
判別結果を基に設備および機材に関する作業手順，操作方法，安全対策等を映像，写真，
文章により表示する．また，本装置の操作性能を向上するために Web 画面の設計で用
いられる NE 比（Novice Expert ratio）の考え方を応用して表示画面を作成する．そし
て，提案手法に基づき，熱交換器のメンテナンス作業を対象として教育支援装置を開発
する．続いて，運用試験により本装置の機能，操作性，有効性を検証する． 
第 5 章では，第 2 章から第 4 章までの結果をまとめ，今後の研究課題についてまとめ
ている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-3 本論文の構成 
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第 2章 流通加工における作業分析に基づく生産性改善手法 
 
2.1 緒言 
 
本章では流通加工を対象としている． 
物流センターでは商品の保管に加えて流通加工を請け負うことが増加している[33]．
物流センターにおける流通加工では，オーダーピッキング[34]，検品，梱包，送り状貼
り等の作業が行われる．そして，出荷量の増加に対応するために流通加工の生産性向上
が重要な課題となっている．物流センターの操業費の中ではオーダーピッキングに費や
される割合が最も大きいと考えられている[33] [35]．そのため，オーダーピッキングに
要する作業時間の削減を目的とする手法の研究が多く行われている．Hsu ら[36]は移動
経路長の最短化を目的関数として遺伝的アルゴリズムを適用して商品のピッキング順
序を計画する手法を提案している．Chan ら[37]はオーダーピッキングにおける移動経
路長の最短化を目的関数として過去の注文データに基づくシミュレーションを行うこ
とにより商品の置き場所を計画する手法を提案している．Dumrongkiat ら[38]は品目
毎の出荷量に着目し，オーダーピッキング方式の設計方法を提案している．複数の注文
を一括してピッキングするトータルピッキング方式と注文ごとにピッキングを行うシ
ングルピッキング方式の両方を組み合わせた 5 通りの方式を提案している．そして，IQ
（Item Quantity）曲線に基づき各方式を選択するための指針を示している．さらに，
Poon ら[39]はオーダーピッキングの生産性向上にはフォークリフト等の機材の位置，
品目毎の位置と在庫量をリアルタイムに検知できる仕組が必要であると考えた．そして，
RFID (Radio-Frequency IDentification)を用いて機材および品目毎の位置および在庫
量をリアルタイムに検知できるシステムを開発している．他方，生産性向上は流通加工
のボトルネックを見出し，改善することでも行える．中川ら[40]は作業分析を適用して
物流センターで行われる作業の全体像を鳥瞰する方法を提唱している．作業分析により
標準時間と実測時間との差が大きい作業を見出し，原因究明から対策策定までの期間が
短縮されることを示している．作業分析を適用することにより，ボトルネックも見出せ
る．本論文で対象とした物流センターでは，通信販売事業で取り扱われている服飾雑貨
に対する流通加工が行われている．そして，経験的に検品作業がボトルネックと考えら
れている． 
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そこで，この物流センターの流通加工を対象として作業分析を行い，ボトルネックを
定量的に見出し，生産性向上のための改善を実施することを目的とする．  
 まず，前提条件を整理する．この物流センターでは 2 年後には一日の出荷量（出荷さ
れる商品数）が現状の 2 倍に増加すると見込まれている．しかし，作業場所の床面積の
制約および管理者数の増加を抑制するために出荷量に比例させて作業者数を増加させ
ることは困難である．また，現在１オーダー当たりの商品数は平均 2.7 個と小さく，今
後も変わらないと見込まれている．Dumrongkiat ら[38]により１オーダー当たりの商
品数が小さい程，トータルピッキング方式がシングルピッキング方式よりも作業時間の
観点からは有利となることが指摘されている．そこで，トータルピッキング方式を継続
することを前提条件とした．以上の前提条件の下で改善方策として RFID を用いた検品
の実施および仕分け機を用いた検品の実施を検討した．理由は，作業分析により検品作
業がボトルネックであることが明らかとなったことによる．RFID を用いた検品の実施
では一括検品が可能なために，検品作業がボトルネックとなることを解消できると予想
を立てた．また，コスト面では仕分け機の 1/3 の費用で RFID を用いた検品装置を導入
できる利点がある．他方，読取りミスが発生する可能性がある．そこで，RFID を用い
た検品装置の導入の可否を判断するための実証試験が必要と考えた．仕分け機を用いた
検品の実施では，作業者が商品毎に印刷されているバーコードをバーコードスキャナに
かざす必要がある．そのため，検品時間は RFID を用いた検品の実施よりも多くかか
る．しかし，現状の検品作業よりは検品時間を大幅に削減できると予想を立てた．さら
に，自動仕分けを実施できるため仕分け作業者を大幅に削減でき，流通加工全体での生
産性が向上し，将来の出荷量の増加に対応できると予想を立てた．以上の予想の下で，
実証試験を経て改善を実施した． 
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2.2 流通加工への作業分析手法の適用 
 
この物流センターではトータルピッキング方式による流通加工が行われている．出荷
オーダー300 件を 1 バッチとして処理される．1 オーダー当たりの商品数は予備調査か
ら平均 2.7 個であった．作業者数の目安として，出荷オーダー100 件に対して 1 名が配
置される．作業分析期間中の平均として約 80 名が流通加工に従事している．また，入
荷及び倉庫整理等の流通加工以外の作業に約 20 名が従事している．全体で約 100 名の
体制が組まれている．物流センターのレイアウトを図 2-1 に示す． 
 
 
図 2-1 物流センターのレイアウト 
 
2.2.1 流通加工手順 
図 2-1 を用いて流通加工手順について述べる． 
(1)ピッキング：ピッキング担当者は台車を用いて保管エリアの保管棚を廻り，1 バッチ
分（300 オーダー）の商品を品目別に在庫から選び出す．ピッキングされた商品は
保管エリアの仮置き場にあるパレットに積み上げる．保管エリアは複数階にある．
階間の搬送にはエレベータ(EV)が用いられる．保管エリアの仮置き場に集荷された
商品は，仕分け棚の傍にある仮置き場（図 2-1）までパレット単位でフォークリフト
により運ばれる．エレベータは 5 機ある．３機は大型エレベータであり，フォーク
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リフトごと搬送できる．２機は小型エレベータであり，商品のみ個別に搬送できる． 
(2)書類添付：仕分け棚は８本ある．先に空いた仕分け棚の間口に 1 バッチ分の出荷伝
票が貼られる．出荷伝票はオーダー毎に作成され，納品書と送り状からなる．1 バッ
チ分の仕分けには通路の両側の仕分け棚が同時に使われる．そのため，仕分け場所は
３か所ある．  
(3)仕分け：仮置き場まで搬送された品目別の商品が出荷伝票に合わせて仕分け棚に仕
分けられる． 
(4)１次検品：仕分けられた商品のバーコードがバーコードスキャナを用いて読取られ，
正しく仕分けられていることの確認がなされる． 
(5)棚出し：１次検品を終えたオーダー毎の商品は仕分け棚間口から取出されて商品か
ごに入れられる． 
(6)2 次検品：商品かごの中の１オーダー分の納品書，送り状および全ての商品に対して
再度バーコードの確認が行われる．1 オーダー毎に最終確認が行われた後に梱包ライ
ンに送られる． 
(7)梱包：コンベアで運ばれた商品かごを取り，１オーダー毎に商品の箱詰め作業が行わ
れる．その後．配送業者に引き渡される．  
 改善前の流通加工手順を図 2-2 に示す．顧客クレームに直結する仕分けミスを防止す
るために，検品作業が 2 回行われている． 
 
 
図 2-2 作業手順および見かけ作業時間の比較 
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2.2.2 作業分析結果 
流通加工手順に従い 2 日間の作業の様子をビデオに録画し，作業分析を行った．作業
分析の結果を表 2-1 に示す．表 2-1 において，第 2 列に商品 1 個当たりの平均作業時
間，第 3 列に 7 つの作業に割り当てられた作業者数を示す．そして，平均作業時間を作
業者数で除した値を見かけ上の作業時間とした．また，作業者は複数の作業を兼ねるこ
とがある．書類添付，荷合わせ，棚出しは 3 つの作業を兼ねる 12 名の作業者により行
われる．1 次検品と 2 次検品は，両方を兼ねる 4 名の作業者により行われる．作業手順
上は，1 次検品と 2 次検品には先行関係がある．そのため，1 次検品と 2 次検品を合わ
せた 3.1sec/pcs が見かけ上の作業時間となり，流通加工のボトルネックとなっている．
バーコードスキャナにより１品ずつ検品を行うために処理能力が低い．そして，流通加
工を荷主側からアウトソーシングにて受託しており，契約により検品作業は主任クラス
の作業者が担当することが定められている．そのため，検品作業者の増員は難しい．ま
た，作業(2)～(6)までの一連の作業が完了するまでは仕分け棚は空かない．1 バッチ(300
オーダー× 2.7pcs/ オーダー =810pcs) 当たりの検品作業の平均所要時間は
41.9min(3.1sec/pcs×810 pcs=2,511 sec=41.9 min)であった． 
 
表 2-1 現状の作業分析結果      
作業手順  
平均作業時間 
(sec/pcs)  
人数 
見かけ作業時間 
(sec/pcs)  
(1)ピッキング 37.0 25 1.5 
(2)書類添付  1.0  12 0.1 
(3)荷合わせ 14.4 12 1.2 
(4) 1次検品 8.1 4 2.0 
(5)棚出し  9.3 12 0.6 
(6) 2次検品  4.7 4 1.1 
(7)梱包 33.8 15 2.3 
合計 108.3 56 8.8 
* 
* 
* 
** 
** 
* : 同一作業者にて実施 
**: 同一作業者にて実施（主任クラス担当） 
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2.3 生産性改善目標の設定 
 
ボトルネックを解消するために検品作業の機械化を改善方針とした．そして，過去の
実績データを基に検品作業者が現状の４名から無人となり，検品時間を 0 秒と仮定した
場合の生産性を目標値とした．表 2-1 より，改善後は梱包作業がボトルネックとなるた
め，改善後の生産性は次の手順により予測される．第 𝓁 日の総作業者数を N  ，稼働
時間を T  ，出荷量を P ，第 𝓁 日の総工数を W とする．生産性 R  を式 (2-1) で表
わす．  
)1-2(





TN
P
W
P
R


 
改善活動により検品作業者は 4 名削減され，総作業者数は ( 4N ) となる．改善前
と同じ総工数を仮定して改善後の生産性を予測する．改善後のボトルネックは梱包作業
となる．そこで，総工数 W  を人数比で按分することにより梱包作業の作業工数を求
める．第 𝓁 日に梱包作業に割当てられた作業者数を qn  とすれば，人数比から見た梱
包作業工数は式 (2-2) により得られる．式 (2-2) において，総作業者数に対する梱包作
業者の人数比 k  は一定であると仮定している．  
)2-2(
4
44
　




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



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

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
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しかし，作業日報には総作業者数は記録されているが，梱包作業を含む個々の作業に割
当てられた人数は記録されていない．そこで，総作業者数に占める梱包作業者数の割合
kを作業分析が行われた 2 日間の実績データから求めた．実績値として 𝑘 = 0.27 が得
られた．表 2-1 より商品 1 個に要する梱包作業時間は 33.8sec である．従って，改善後
の出荷量
'P は次式 (2-3) で与えられる． 
)3-2(
48.33
3600
8.33
'







N
N
Wk
t
P
q   
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そして，改善後の生産性 R  は R = 'P / W と予測される． 
以上の手順により，検品作業時間が 0 秒に改善された場合に期待される生産性を過去
20 日分の実績データを基に予測した．予測結果を図 2-3 に示す．横軸に出荷量，縦軸
に生産性をとる．図 2-3 において，改善前の 20 日間の生産性の平均値は 24.4pcs/人･hr
であった．検品作業時間を 0 秒と仮定した場合の生産性は 31.0pcs/人･hr となり，26％
の生産性向上を期待できる．また，現状作業では 1 日の出荷量が 10,000 個(pcs)を越え
ると生産性が若干減少する傾向が見られる． 
 
 
図 2-3 改善効果の予測 
 
生
産
性
(p
c
s
/人
･h
r)
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2.4 作業分析結果に基づく生産性改善方策の提案 
 
2.4.1 RFID 技術を用いた検品作業の効率化 
 (1)RFID を用いた検品装置 
   現状の１次検品では仕分けされた商品が１品ずつバーコードスキャナにより検品
される．改善案ではピッキングが完了して仕分け棚の前に積まれた商品に対して
RFID 装置により総量検品を行う方法を検討した．総量検品の目的は商品の種類ご
とに 1 バッチ分の出荷予定数量と一致しているかどうかを確認することである．検
品装置を図 2-4，1 次検品作業域の機器配置を図 2-5 に示す．仕分け棚の入口に 4 台
のアンテナを設置する．商品は箱または商品かごに入れてパレット上に段積みされ
る．総ての商品には電子タグが取り付けられている．アンテナからパレット上の商
品に電波が発せられる．パレット上のすべての商品に電波が届くようにアンテナの
高さを 0.8m と 1.5m の 2 箇所とし，パレットの両側に設置した．さらに各アンテナ
にはπ/4 の傾斜を設け，アンテナ面と電子タグのコイル面とが平行にならないよう
にした．商品に取り付けられている電子タグの情報はレシーバに送信され，商品の
種類毎の総量が測定される．RFID 装置としてはMojix 社製 Star system を用いた．
周波数は 2.4GHz，最大読み取り距離 200m，電子タグの読み書き及び電子タグの 3
次元位置を測定できる．仕分け作業の後に仕分け棚から取り出された商品と出荷伝
票との照合(2 次検品)が行われる．2 次検品でも RFID 装置を用いる．図 2-6 に 2 次
検品のためのアンテナの配置を示す．商品かごが仕分け棚から梱包ラインへ運ばれ
る途中に斜め下から電波を当てることで電子タグの読取を行う．RFID を用いた検
品を実施する場合の流通加工手順を図 2-2 に示す．仕分け前に１バッチ分の商品の
総量を一括して検品するため，改善前と比べて一次検品と仕分けの順序が入れ替わ
る． 
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図 2-4 RFIDを用いた検品装置 
 
 
図 2-5 1次検品 RFIDアンテナ配置 
 
 
図 2-6 2次検品 RFIDアンテナ配置 
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図 2-7 総量検品実験における荷姿 
 (2)商品の荷姿 
  RFID を用いた検品装置の性能を評価するために図 2-7 に示す 4 通りの荷姿を設定
した．荷姿 A では，商品を入れた商品かごをパレット上に均一に配置した．さらに，
個々の商品は上下の電子タグが密着しないように気をつけて商品かごに入れた．荷
姿 B は現状に合わせて 3 パターンを再現した．電子タグの読取りミスが発生する原
因は電子タグが重なり合うことにより下に隠れた電子タグから電波が発信されない
ためと考えられる．電子タグが重なる積み方には，紙箱の中で商品が重なりあう場
合，商品かごの中で商品が重なりあう場合，紙箱の陰に商品かごが隠れる場合があ
る．そこで，荷姿 B-a と B-b は衣類等の薄物を入れた紙箱と衣類を入れた商品かご
を組み合わせている．荷姿 B-a は RFID 装置のアンテナから見て紙箱の陰に商品か
ごが隠れるように配置した．B-b は紙箱の前面に商品かごを配置した．荷姿 B-c は
靴等の厚みのある商品を入れた紙箱および T シャツ等の薄物とアクセサリー等の小
物を入れた商品かごを積み重ねている． 
 
 (3)実証試験結果 
4 通りの荷姿について，3 回ずつ読み取り実験を行った．各荷姿の実証おいて最も高
い認識率が得られた時の検証結果を表 2-2 に示す．表 2-2 において，第 2 列は電子
タグを貼り付けた商品の数を表わす．第 3 列は到達できた読み取り率を表わす．第
4 列は各荷姿において読み取り率が最大となるまでに要した時間を表わす． 
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表 2-2 RFIDを用いた検品実験結果 
荷姿 
電子タグ 
枚数 
読取り率 
(％) 
所要時間 
 (sec） 
A 79 100 39.5 
B-a 30 87 8.9 
B-b 37 100 15.7 
B-c 63 95 11.8 
 
 
図 2-8 経過時間と累計読み取り枚数 
 
経過時間に伴う読取り率の変化を図 2-8 に示す．荷姿 A では 3 秒後に読取り率は
90％に達した．荷姿 B-a では読取り率は 8.9 秒後に 87％に達したが，以降は読取
り率は増加していない．荷姿 B-b では 37 枚の電子タグを 15.7 秒で 100％読み取る
ことができた．荷姿 B-c では，47 枚の電子タグの 95％を 11.8 秒で読み取ることが
できた．しかし，11.8 秒以降は読取り率は増加していない．図 2-8 より，読取り率
は商品の積み方に影響を受けることが示された．また，最大読み取り待ち時間を 1
分としたが，時間をかけても認識率が 100％に達しない場合もあることが明らかと
なった．図 2-8 において荷姿 A では商品数が多いにも係わらず，読み取り率が 90％
に達する時間が最も早い．これはパレット上での商品の配置が均一であり，電子タ
グの密着や電波の打消しが起こりにくいためと思われる．荷姿 B-b の読み取り率は
100％となった．しかし，B-a，B-c の 2 荷姿は読み取り率が 100％に達しなかった．
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これは，商品かごの中で電子タグが密着して重なったことが原因と思われる．誤出
荷を防止するためには，電子タグの読取り率は 100％である必要がある．そこで，
対策として荷姿 B-a ,B-c に対して商品かごを揺する作業を加えることで電子タグ
の重なりが解消され，全ての電子タグを読取ることができた．そのため，RFID に
よる検品の実施を検討した当初は検品作業の無人化を仮定したが，現実には商品か
ごを揺する作業が必要となることが分かった．そこで，改めて改善後の検品作業時
間を求めるために，現状の検品作業者 4 名を削減せずに商品かごを揺する作業を担
当することを仮定した． 
1 バッチ当たりのオーダー数は 300 オーダー，1 オーダー当たりに含まれる商品
数は 2.7pcs とした．RFID 装置による検品は最も本番に近い荷姿 B-c を採用した．
1 次検品については，1 バッチ当たりの所要時間を 11.8 秒とし，商品かごを揺する
作業(5sec×6 商品かご/パレットと想定)を加えた．作業者は 4 名として見かけ上の
作業時間を求めると(11.8sec＋30sec)÷(300 件×2.7pcs)÷4 名＝0.1(sec/pcs)となる．
2 次検品については，棚出し後に商品の入った商品かごをコンベアに載せてから次
の商品かごを手に取るまでを 1 サイクルとした．2 次検品 1 サイクルの平均作業時
間は 3.1 秒，読み取り率は 100％であった．商品 1 個当たりの平均作業時間は 3.1sec
÷2.7pcs/オーダー÷4 名=0.3(sec/pcs)となる． 
以上の結果より，検品作業の無人化には至らなかったが，表 2-1 第 4 列の見かけ上
の作業時間が 1 次検品で 0.1 sec/pcs，2 次検品で 0.3 sec/pcs となり，改善後のボト
ルネック工程は梱包作業に移行した． 
 
 (4)RFID を用いた検品の実施による改善効果  
  書類添付から 2 次検品までの一連の作業は，改善前は 5.0sec=(0.1+1.2+2.0+0.6+1.1)
であった．改善後は 1 次検品が 1.9sec，2 次検品が 0.8sec 短縮された．作業時間の
合計は 2.3secに短縮された．また，作業負荷の平準化のために人員配置が見直され，
ピッキング作業から梱包作業に 3 名，仕分け作業に 2 名を移動させた．この変更に
より，新たにボトルネックとなる梱包作業に 3 名が加わり 18 名となる．商品 1 個
当たりの見かけ上の作業時間は 33.8sec÷18 名=1.9sec となる．以上の見かけ上の
作業時間について改善前との比較を図 2-2 に示す． 改善後は 1 バッチ当たりの所要
時間は(1.9sec×300 件×2.7pcs)÷60=25.7min となる．改善前の所要時間 41.9min
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と比較して 1.6 倍の生産性向上となる．第 2.1 節において，RFID を用いた検品の実
施により検品作業がボトルネックとなることを解消できると予想を立てた．上記の
結果によりこの予想は立証された．しかし，RFID を用いた総量検品装置では常に
100％の精度で全ての電子タグを読み取ることができず，導入されなかった． 
 
2.4.2 仕分け機導入による検品作業効率化 
次に処理能力の安定している仕分け機 (図 2-9)を導入した．  
 
(1)仕分け機導入による作業手順の変更 
仕分け機の導入に伴い仕分け棚を使用した荷合わせが不要となり，検品作業方法も変
更される．仕分け機導入後の流通加工は以下の手順により行われる．   
(a)ピッキング:ピッキング担当者が倉庫内を廻り 1 バッチ分(300 オーダー)の商品を
品目別に在庫から選び出す． 
(b)仕分け，仮置き:ピッキングされた１バッチ分の商品をオーダー順に 30 オーダー毎
に仕分けて，コンテナに収納する．そして，仕分け機前の仮置き場まで搬送する．  
(c)コンベア投入:置き場のコンテナを仕分け機投入口に続くコンベアに載せる． 
(d)仕分け機投入:搬送されたコンテナから商品を取出し，商品のバーコードを読取る
(図 2-9)．作業者はバーコード読取り機に商品をかざす作業のみを行う．商品の確
認は仕分け機制御コンピュータにより行われる．バーコード読取り作業は最大で 4
名の作業者により並行して行なわれる．バーコードを読取られた商品は仕分け機に
投入後に自動で仕分けられる(図 2-10)．  
(e)梱包前検品:自動仕分けをされた商品に対して，オーダー毎に再度バーコードのチ
ェックが行われる．出荷伝票との最終照合の後に梱包ラインに送られる． 
(f)梱包:オーダー毎に自動仕分けされた商品の箱詰め作業が行われる．その後，配送業
者に渡される．仕分け機を導入する前と後での作業手順の比較を図 2-2 に示す．仕
分け機導入前は，ピッキングの後に 4 つの作業（書類添付，仕分け，一次検品，棚
出し）が 2 次検品の前に行われる．仕分け機導入後には，コンベア投入と仕分け機
投入の 2 つの作業に削減される． 
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図 2-9 仕分け機への商品投入作業   図 2-10 仕分け機による自動仕分けの様子 
 
(2)仕分け機導入による改善効果 
仕分け機導入直後に作業分析を行った，結果を表 2-3 に示す．また，仕分け機を用い
た場合の見かけ上の作業時間について改善前との比較を図 2-2 に示す．改善前はピッ
キング後の書類添付から棚出しまでの一連の作業の商品 1 個当たりの平均作業時間
は表 2-1 より 32.8sec/pcs であった．仕分け機導入後はピッキング後のコンベア投入
から仕分け機投入までの平均作業時間は 9.0sec/pcs に改善された．仕分け機のバーコ
ード読み取りの性能が安定するまでの間，暫定的に梱包前検品者 3 名が配置されてい
るが，安定後は別作業(ピッキング作業)へ配置換えされる予定である．改善前後の生
産性を図 2-11 に示した．改善前のデータは図 2-3 と同様に過去 20 日分，改善後のデ
ータは仕分け機導入直後から37日分のデータである．改善後の生産性は平均30.8pcs/
人･hr となり 26％向上した．   
 
図 2-11 改善直後の生産性 
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次に，改善前は出荷量が 10,000pcs を超えると生産性の低下が見られたがそれも改善
された．表 2-1 より，改善前には検品作業がボトルネックであった．この物流センター
では出荷オーダー数に合わせて作業者数を増員しているが，検品作業の上限人数は 4 名
とされている．検品作業者が 4 名の場合，商品１個当たりの見かけ上の検品作業時間は
3.1sec/pcs となる．稼働時間を 8 時間とすれば，出荷量の上限は 9,300 個（=8×3600
÷3.1）となる．実際には，残業が行われるために稼働時間が 8 時間よりも長くなり，1
日の出荷量が約 10,000 個の時に検品作業がボトルネックとなる．出荷量が 10,000 個
を超える場合には作業者はさらに増員されるが．検品作業以外の工程に割り当てられる
ことから一人当たりの生産性は逆に低下したと考えられる．また，改善直後は仕分け機
投入作業（商品をバーコードリーダにかざしてバーコードを読取り，仕分け機に投入す
るまでの作業）の作業時間が商品１個当たり 8.1 秒であった．仕分け機への投入作業を
行う場所は最大で 4 か所ある．そのため，見かけ上の作業時間は 2.0sec/pcs となり，改
善前の検品作業時間 3.1 秒よりも 35％低減した．仕分け機への投入作業については，
作業者の慣れに伴い商品１個当たりの作業時間がさらに短縮され，表 2-3 に記した作業
時間 8.1sec/pcs から 4.0sec/pcs（仕分け機の設計値）に近づいた．以上のことが改善後
に出荷量が 10,000 個以上となっても生産性が低下しなかった理由と考えられる．  
  また，図2-3において改善後は梱包作業がボトルネックとなり，生産性は平均31.0pcs/
人･hr となることが予測されている．改善前の予測と比較して，実測値は 30.8pcs/人･
hr が得られたことからほぼ予測通りの結果を得られた．そして，仕分け機導入後 3 ヵ
月後から 39 日分のデータを基に生産性を調査した．結果を図 2-12 に示す．仕分け機
導入直後に比べ，生産性がさらに向上している．これは，作業者の仕分け機に対する慣
れおよび作業負荷を平準化するための人員の再配置が行われたためと考えられる．改善
後の生産性は平均 34.8pcs/人･hr となり，改善前と比べ 42.6％向上された．第 2.１節に
おいて，仕分け機を用いた検品の実施により検品時間の削減と共に流通加工全体での生
産性を向上できると予想を立てた．上記の結果によりこの予想は立証された． 
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図 2-12 改善 3ヵ月後の生産性 
 
            表 2-3 仕分け機導入後作業分析結果 
作業手順  
平均作業時間 
(sec/pcs)  
人数 
見かけ作業時間 
(sec/pcs)  
(1)ピッキング 45.6 
13 4.4 
(2)仕分け，仮置き 11.6 
(3)コンベアに投入 0.9 1 0.9 
(4)仕分け機投入 8.1 3 2.7 
(5)梱包前検品  8.4 3 2.8 
(6)梱包  34.6 10 3.5 
合計 110.2 30 8.8 
 
上記事例により，提案手法が対象とした流通加工の効率化に有効であることを示した．
本章で述べた提案手法の要点は以下のようにまとめられる． 
作業改善手順は従来の IE 手法と多くの部分で一致している．提案手法における効率
化のための手順を図 2-13 に示す．従来の IE 手法に対して，新たに手順④を加えた点が
提案手法の特徴である． 
流通加工特有の作業条件とは，本文 16 頁，表 2-1 に示しているように，流通加工に
おけるピッキングから梱包までの 7 つの作業には先行関係があり，加えて同一作業者が
生
産
性
(p
c
s
/人
･h
r)
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複数の作業を順次担当する．そして，ボトルネック工程を改善するための機械化に伴い
見かけ上の作業時間を平準化するための作業員の再配置が行われる．本論文では，流通
加工に特有な上記の作業条件を考慮して，ボトルネック工程を機械化した場合の生産性
改善効果を予測するモデル式を導入している．また，上記の作業条件の下で行われる流
通加工の生産性を評価する指標として 1 人単位時間当たりの出荷量（pcs/人･hr）を新
たに提案している． 
 
    
図 2-13 提案手法の流れ 
 
  
さ作業さ
さ作業さ ①作業分析
②ボトルネック工程の特定
さ作業さ ③改善方策の選定
さ作業さ④流通加工特有の作業条件を考慮した
改善効果の推定
さ作業さ ⑤実証実験
さ作業さ ⑥本格導入および検証
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2.5 結言 
 
本章では，流通加工の効率化を目的とする手法を提案した．提案手法の流れは従来の
IE 手法に従っている．提案手法の特徴は，流通加工特有の作業条件を考慮してボトル
ネック工程の機械化による生産性改善効果を推定するモデル式を導入している点にあ
る．流通加工に特有の作業条件として，作業に先行関係があること，および同一作業者
が複数の作業を順次担当することを考慮している．さらに，ボトルネック工程の機械化
後に，当該工程の作業員が見かけ上の作業時間が工程間で平準化されるように再配置さ
れることを考慮している． 
そして，提案手法の有効性を検証するために，通信販売で取り扱われる服飾雑貨の流
通加工を対象として改善を実施した．作業分析により検品作業がボトルネックであるこ
とを明らかにした．そして，検品作業時間を短縮する方策として RFID を用いた検品の
実施および仕分け機を用いた検品の実施を検討した．提案手法に基づき，2 つの方策に
ついて生産性改善効果を予測した．そして，両方策について実証試験を行った．最終的
に 100％の読み取り性能を確保できることを重要視し，仕分け機を用いた検品の実施を
選択した．その結果，計画通りの生産性向上が達成された． 
以上の適用例により提案手法の有効性を示した．  
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第 3 章 物流センターにおける荷役作業姿勢計画支援手法 
 
3.1 緒言 
 
第 2 章では物流センター内において流通加工の効率化に IE 手法を用いて科学的，分
析的に取り組む生産性向上手法を提案した．本章では物流センター内における荷役作業
に着目し作業姿勢の改善手法を提案する． 
姿勢と荷重から判定される姿勢評価値を改善することは作業効率の向上および腰痛
などの健康障害を予防するために重要な課題とされている[41] [42] [43]．姿勢評価値の
判定手法として OWAS 法 (Ovako Working Posture Analyzing System) [44]，
RULA(Rapid Upper Limb Assessment) [45]，作業姿勢 index[46]等がある．何れの手
法も目視により作業姿勢が分類されるため，判定結果が分析者の熟達度に影響される．
そこで，作業姿勢評価手順のシステム化が必要とされる．既に，OWAS 法および RULA
に対応できるソフトウエア Jack が市販されている．しかし，高額なソフトウエアライ
センスが課題とされている[47]． 
作業姿勢評価装置を独自に開発する研究が行われている．藤沢ら[48]は作業姿勢
index における作業姿勢の分類基準を定式化した．そして，モーションキャプチャ装置
により関節の屈曲を測定し，ファジイ推論を用いて姿勢評価値を判定できる装置を開発
した．Krzystof ら[49]は OWAS 法に類似した姿勢分類基準を設定した．そして，荷重
を考慮して姿勢評価値を 5 段階で判定できる装置を開発した．Rim ら[50]は RULA に
おける作業姿勢の分類基準を定式化した．そして，デジタルヒューマンモデルによる作
業姿勢から姿勢評価値を得る装置を開発した．上記の研究は作業姿勢を判別する手順の
システム化が主たる目的とされている．次の段階として作業姿勢作成支援機能を高める
研究が展開されている．香川ら[51]は建築作業を対象としてモーションキャプチャによ
り作業姿勢と作業点の高さとの関係を分類し，データベース化した．任意の高さの作業
点が与えられた場合にデータベースから最も作業条件の近い作業姿勢が選ばれる．そし
て，手の高さを作業点の高さに一致させるように上肢の姿勢が IK  (Inverse 
Kinematics) により推定される．推定された作業姿勢に対して OWAS 法により姿勢評
価値が判定される．北岡ら[52]は作業条件をより詳細に設定した．4 つの作業条件，両
足の中心から荷物中心までの距離，持ち上げる高さ，荷物重量およびひねり角度の下で
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の作業姿勢がデータベース化された．そして，４つの作業条件が与えられた場合にデー
タベースから最も作業条件が近い作業姿勢が選ばれる．選ばれた作業姿勢に対して，与
えられた作業条件と選ばれた作業姿勢に対する作業条件との差を基に回帰式による補
正が行われる．そして，OWAS 法により姿勢評価値が判定される．しかし，香川，北岡
らの方法では作業姿勢を表わす三次元モデルが作成される都度，分析者に荷重に関する
分類コードの判定が求められる．作業姿勢評価の判定手順をシステム化するためには，
さらに荷重に関する分類コードの判定を自動化する必要がある． 
そこで，本論文では上記の課題に対応できる作業姿勢計画支援装置を開発する．作業
姿勢の作成を支援するために仮想現実感技術を用いたインターフェースを作成する．姿
勢評価値の判定には OWAS 法を用いる．OWAS 法における背部，上肢および下肢の姿
勢を判別するための基準を設定する．手と対象物との接触判定機能を組み込むことによ
り荷重に関する分類コードを判定する．そして，物流センターにおける荷役作業を対象
として本装置による姿勢評価値と産業医による判定結果を比較する．さらに，本装置に
より荷役作業姿勢の再計画を行い，実証実験により改善効果を検証する． 
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3.2 作業姿勢計画支援手法 
 
以下の手順により作業姿勢を計画する．まず，三次元 CAD ソフトウエアにより作業
域（工具，部品，人体モデル等）を作成する．三次元 CAD ソフトウエアでは直交座標
系が用いられ，座標系の原点は予め設定されている．作業域の作成方法は 2 通りある．
作図対象が新規の場合には外形形状をポリゴンにより近似し，各ポリゴンの頂点座標を
直接設定する．標準的な CAD 図形がある場合には，各部の倍率を変更することにより
作図を行う．人体モデルのように標準的な形状が既知の場合には作図時間削減のために
倍率を変更して作図を行う．人体モデルの作成例を 図 3-1 に示す．日本人の標準体形
データ[53]を用いて人体モデルを予め作成する．次に実際の作業者の胴，上腕，前腕等
の各部位の寸法を測定する．そして，標準体型データに対する倍率を部位毎に設定して
実際の作業者と形状が一致する人体モデルを作成する．図 3-1 には左上腕の X 軸，Y
軸，Z 軸方向の倍率を設定するための入力ボックスを例示している．また，本装置によ
り表示される仮想作業域のワールド座標系の原点と三次元 CAD ソフトウエアの原点と
を一致させている．従って，三次元 CAD ソフトウエアにより作業域の作成とともに，
工具，部品，人体モデルの初期位置を併せて設定する．次に，本装置により作業姿勢を
計画する．そして，作業員が作業を行う間の姿勢評価値を判定する．姿勢評価値の判定
には OWAS 法を用いる．姿勢評価値の判定結果を基に作業域および作業姿勢の再計画
の必要性を判断する． 
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図 3-1 人体モデル作成画面  
 
3.2.1 作業姿勢計画インターフェイス 
作業姿勢の作成を支援するために 4 つのウィンドウを有するインターフェイスを作
成した（図 3-2）．作業姿勢を立体的にイメージし易くするために三角法の考え方に基づ
き上方，右側方，背面および任意の視点から見えるシーンが表示される．4 つのウイン
ドウは連動しており，いずれかのウインドウで作業姿勢が変更されたならば他のすべて
のウインドウにおいて人体モデルの姿勢が追随する．作業姿勢の変更は胴，上腕，前腕
等の各部位の X 軸，Y 軸，Z 軸回りの回転角度（オイラー角）を変更することで行う．
オイラー角はキー入力により数値を指定する方法（図 3-2）とマウス操作によりオイラ
ー角を増減させる方法の両方を使用できる．移動は，腰位置の三次元座標を指定するこ
とにより表わす．腰位置の指定もキー入力とマウス操作の両方の方法により行える．人
体モデルの手には接触を判定するための関数が組み込まれている．この関数により対象
物に手が触れたことを判定する．さらに，指の開閉により対象物の把持と離す動作の判
定を行う．分析者は作業の様子が撮影されたビデオ映像を見ながら，一動作づつ動作の
開始と終了時の姿勢を作る．動作の開始から終了までの時間は録画された映像から計測
し，本インターフェイス上で入力できる．入力された時間に合わせて動作が終了するよ
うに，動作開始時の身体各部位の姿勢から動作終了時の姿勢までの間が按分され，途中
の作業姿勢が自動生成される． 
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図 3-2 作業姿勢計画インターフェイス  
 
3.2.2 人体モデル 
図 3-3 に示す人体モデルを用いる．人体は 15 個の部位（リンク）と 14 個の関節によ
りモデル化されている．すべてのリンクはローカル座標系を持つ．直立姿勢を初期姿勢
とする．そして，初期姿勢の時に全てのリンクのローカル座標系はワールド座標系と並
行となるように定義する．𝑥 軸は矢状面に垂直，𝑦 軸は前額面に垂直，𝑧 軸は水平面に対
して垂直な方向とする．全てのリンクは腰を起点として階層構造化されている．各リン
クの長さは対象となる作業員の対応する部位の長さを測定することにより設定する．腰
の姿勢はワールド座標系での三次元位置およびローカル座標系のオイラー角 （𝑥軸， 𝑦 
軸および 𝑧 軸回りの回転角度）を設定することにより決まる．腰を含むすべてのリンク
において指定されたオイラー角の回転順番は 𝑥 軸， 𝑦 軸，𝑧 軸の順とする．腰以外のリ
ンクの姿勢はローカル座標系でのオイラー角を設定することにより決まる．ただし，腰
は最上位リンクとし，腰から離れるリンクほど下位のリンクとしている．そのため，全
身の姿勢を表わす場合には下位のリンクのローカル座標系は上位にある全てのリンク
の回転の影響を受ける．各リンクのオイラー角が与えられた場合に各関節の三次元座標
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を求める手順は文献[54]と同じ計算手順を用いている．本論文で使用する主な記号を図
3-3 に示す．関節 𝑖 の座標を記号 (𝑥𝑖, 𝑦𝑖,  𝑧𝑖) と表わす．リンク 𝑗 のローカル座標系での
オイラー角を (𝜃𝑗𝑥, 𝜃𝑗𝑦, 𝜃𝑗𝑧) と表わす．そして，膝の曲げ角度は上腿および下腿の内積
から求め記号 𝜃9 ， 𝜃10 で表わす． 
 
図 3-3 人体モデル 
 
3.2.3 姿勢コード判定条件 
OWAS 法では，作業姿勢が背部，上肢，下肢の屈曲状態および荷重により分類され，
姿勢コードが付けられている．そして，4 つの姿勢コードの組み合わせにより姿勢評価
値（AC コード）が判定される．AC コードは 4 段階で表わされ，健康障害予防のため
の作業姿勢の改善要求度が定義されている．本装置では姿勢コードを判定するために以
下の判定条件を設定している．  
(1) 背部の姿勢コード  
【コード I】背部の x 軸回りの回転角度 𝜃1𝑥 が±20 度以下の場合には，まっすぐ
と判定する． 
【コード II】背部の回転角度 𝜃1𝑥 が±20 度以上の場合には背部を曲げていると判
定する．  
【コード III 】背部の z 軸回りの回転角度が±20 度以上の場合にはひねり状態， 
𝑦 軸回の回転角度が±20 度以上の場合には横に曲げている状態と判定し，それ
ぞれ姿勢コードを III とする．  
【コード IV 】背部の z 軸回りの回転角度 𝜃1𝑧 が±20 度以上，かつ y 軸回りの回
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転角度 𝜃1𝑦 が±20 度以上の場合にはひねりと横への曲げが同時に発生していると
判定し，姿勢コードを IV とする． z 軸回りの回転角度 𝜃1𝑧 が 20 度以上，かつ x
軸回りの回転角度 𝜃1𝑥  が 20 度以上の場合には斜め前に曲がっていると判定し，姿
勢コードを IV とする．  
 
 (2)上肢の姿勢コード  
【コード I】右肘の高さ 𝑧4 および右手首の高さ 𝑧5 が右肩の高さ 𝑧3 より低く，かつ
左肘の高さ 𝑧7 および左手首の高さ 𝑧8 は左肩の高さ 𝑧6 より低い場合には，両腕と
も肩より下と判定し，姿勢コードを I とする． 
【コード II 】両手首および両肘のいずれかが肩の高さ以上となる場合には，姿勢
コードを II とする．  
【コード III 】右肘または右手首の高さが右肩の高さ以上であり，かつ左肘また左
手首の高さが左肩の高さ以上となる場合は，両腕が肩の高さ以上と判定し，姿勢コ
ードを III とする． 
  
(3)下肢の姿勢コード  
【コード I】座位姿勢を表わす．上腿と下腿を表わすリンクの内積から膝の開き角
度を求める．両膝の開き角度 𝜃9 および 𝜃10 が 150 度以下であり，かつ腰（臀部）
が椅子等に接触している場合には座位と判定し，姿勢コードを I とする．  
【コード II 】立位姿勢を表わす．両膝の開き角度 𝜃9 および 𝜃10 が 150 度より大き
い場合には立位姿勢と判定し，姿勢コードを II とする．  
【コード III 】片足立ち姿勢を表わす．腰が椅子等に触れていない場合には足で重
心を支えていると判定する．この状態で右足の踵が床面から離れ（𝑧11≥10cm)，左
膝の開き角度 𝜃10 が 150 度より大きい場合には，重心をかけている片足をまっす
ぐにして立つ姿勢と判定し，姿勢コードを III とする．同様に，左足の踵が床面か
ら離れ（𝑧12≥10cm) ，右膝の開き角度 𝜃9 が 150 度より大きい場合も片足でまっす
ぐに立つ姿勢と判定し，姿勢コードを III とする．  
【コード IV 】中腰姿勢を表わす．両膝の開き角度 𝜃9 および 𝜃10 が 150 度以下の
場合には両膝を曲げて立つか中腰の姿勢と判定し，姿勢コードを IV とする．  
【コード V】片足による中腰姿勢を表わす．腰が椅子等に接触していない場合には
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足で重心を支えていると判定する．この状態で右足の踵が床面から離れ
（𝑧11>10cm)，左膝の開き角度 𝜃10 が 150 度より小さい場合には，重心をかけてい
る片足を曲げて立つか中腰姿勢と判定し，姿勢コードを V とする．同様に，左足
の踵が床面から離れ（𝑧12>10cm)，右膝の開き角度 𝜃9 が 150 度より小さい場合も
片足を曲げて立つか中腰姿勢と判定し，姿勢コードを V とする．  
【コード VI 】片膝または両膝を床に着ける姿勢を表わす．右膝の高さ 𝑧9 と左膝の
高さ 𝑧10 の片方または両方が床の高さと同じ場合には膝立ち姿勢と判定し，姿勢
コードを VI とする．   
【コード VII 】歩行姿勢を表わす．歩行を判定するために 1sec 毎に x－y 平面上
での移動速度 d を求める．MTM 法では歩行速度は約 1.1m/sec とされている．し
かし，台車や荷物を運ぶことがあるので本装置では腰の移動速度 d が 0.2m/sec
以上である場合には歩行と判定し，姿勢コードを VII とする． 
  
(4)重さまたは力  
【コード I】作業条件として対象物の重さ𝑊が予め与えられていると仮定する．手
が対象物に接触し，5 指が閉じている場合には，対象物が把持されていると判定す
る．対象物が把持されても位置が変わらないならば荷重は 0 と判定し，姿勢コー
ドを I とする．  
【コード II 】対象物の重心位置が 10cm 以上移動し，持ち上げられた距離が 10cm
未満の場合には引きずる状態と判定する．そして，MTM 法の考え方を用いて対象
物と床面との摩擦係数 𝑘 を仮定して荷重を 𝑘𝑊 とする．そして，荷重が 10kg を
超え 20kg 未満となる場合には，姿勢コードを II とする．  
【コード III 】対象物が 10cm 以上持ち上げられた場合は荷重を 𝑊 とする．そし
て，荷重𝑊が 20kg を超える場合には姿勢コードを III とする． 
  
(5)AC（Action Category）コード  
  背部，上肢，下肢および重さに関する姿勢コードの組み合わせにより，姿勢評価値
が 4 段階で判定される．本装置における姿勢コードと AC コードとの対応関係は文
献[55]に基づき表 3-1 の通り設定した．AC コードで定義されている改善要求内容
を表 3-2 に示す． 
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表 3-1 姿勢コードと AC コードとの対応関係  
    
     
                表 3-2 AC コード   
AC コード 作業姿勢に対する改善要求内容 
AC1  
この姿勢による筋骨格系負担は問題ない． 
改善は不要である． 
AC2 
この姿勢は筋骨格系に有害である． 
近いうちに改善すべきである． 
AC3 
この姿勢は筋骨格系に有害である． 
できるだけ早期に改善すべきである． 
AC4 
この姿勢は筋骨格系に有害である． 
ただちに改善すべきである． 
下肢
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 重さ
Ⅰ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1
Ⅱ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1
Ⅲ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 3 2 2 3 1 1 1 1 1 2
Ⅰ 2 2 3 2 2 3 2 2 3 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 3 3
Ⅱ 2 2 3 2 2 3 2 3 3 3 4 4 3 4 4 3 3 4 2 3 4
Ⅲ 3 3 4 2 2 3 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 2 3 4
Ⅰ 1 1 1 1 1 1 1 1 2 3 3 3 4 4 4 1 1 1 1 1 1
Ⅱ 2 2 3 1 1 1 1 1 2 4 4 4 4 4 4 3 3 3 1 1 1
Ⅲ 2 2 3 1 1 1 2 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 1 1 1
Ⅰ 2 3 3 2 2 3 2 2 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 2 3 4
Ⅱ 3 3 4 2 3 4 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 2 3 4
Ⅲ 4 4 4 2 3 4 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 2 3 4
上
肢
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
背
部
Ⅶ
×
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
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3.3 作業姿勢計画支援手法の作業負担判定精度検証 
 
本装置による姿勢評価値の判定精度を検証するために産業医による判定結果との比
較を行った．この産業医は OWAS 法を用いた作業姿勢評価に 25 年の経験を有してい
る．対象とした作業はある物流センターで行われている荷役作業（セメント袋の積み換
え作業）である．セメント袋（以降，対象物と呼ぶ）一個の重量は 25kg である．対象
物をセメント製造会社のパレットから物流会社のパレットに移す作業が行われる．１パ
レットに対象物が 30 個積まれているが，2 社のパレットの大きさは異なる．セメント
製造会社のパレットには一段当たり 6 個の対象物が並べられている．物流センターのパ
レットには一段当たり 5 つの対象物が並べられる． 2 パレット分の対象物，合計 60 個
の対象物の積み換え作業を分析した．積み換え作業では，対象物の持ち上げ，運搬，置
くおよび移動からなる一連の動作が繰り返される．被験者は 5 年の経験を有する男性で
ある．以降，作業員 A と呼ぶ．積み換え作業の様子をビデオに録画した．録画された作
業姿勢を見ながら作業姿勢計画インターフェイスを用いて作業姿勢を作成した．本装置
の操作者は経営工学分野の大学院生である．１分間の実作業を再現するために平均 1 時
間が費やされた．実作業と本装置により作成された積み換え作業の一場面を図 3-4 に示
す．腰を曲げて対象物を置く場面の作業姿勢が作成されている．作業員の体の一部が対
象物の陰に隠れることがある．その場合には，見えている上肢および下肢の姿勢から類
推して隠れている部位の姿勢を作成した． 
 
 
図 3-4 分析対象作業（積み換え作業）  
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持ち上げ，運搬等の動作に要する時間は録画映像から求めた．積み換え作業の総作業
時間は 702sec であった．作業中の任意の 100 場面を選び，産業医が姿勢評価値を判定
した．本装置による姿勢評価値の判定は作業中の全ての作業姿勢について行われた． 
 
図 3-5 本システムと産業医の姿勢判定比較(0～100sec)  
 
姿勢評価値の判定結果を図 3-5 に示す．横軸は経過時間を表わし，縦軸は AC コード
を表わす．実線は本装置による姿勢評価値の判定結果を表わす．黒丸は産業医による判
定結果を表わす．紙面の制約のため，図 3-5 では経過時間 100 秒までの姿勢評価値が示
されている．産業医により 100 秒の間に 19 場面の作業姿勢が判定されている．19 場
面の内，2 つの場面 (30sec と 32sec) については本装置による判定結果との差が見られ
る．この場面は，対象物を持ち上げる時の作業姿勢であった．本装置による判定は AC3
であったが，産業医による判定は AC1 から AC4 へと変化した．全ての積み換え作業が
終了すまでの 100 場面について姿勢評価値を比較した．AC コードが一致した場面は 76
場面（76％）であった．AC コードが±１異なる場面は 22 場面（22％）であった．そ
して，AC コードが±2 異なる場面の割合は 2％であった．そこで，姿勢評価値（AC コ
ード）の高低と判定誤差との関連を調べた．本装置による AC コードの判定結果と産業
医による判定結果の相関図を図 3-6 に示す． 
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図 3-6 姿勢評価値判定結果の相関  
 
横軸は産業医により判定された AC コードを表わす．縦軸は本装置による姿勢評価値
の判定結果を表わす．円の大きさは産業医と本装置による判定結果が同一となった場面
の数に比例している．全体的に見れば，産業医による AC コードの判定結果と本装置に
よるACコードの判定結果との相関係数は 0.85となる．産業医の判定結果から見れば，
AC コードが１および３の場合には，本装置と産業医との判定結果は良く一致している．
しかし，産業医の判定が AC コード 2 となる場合には±1 値の判定誤差が生じている．
産業医の判定が AC コード 4 となる場合には 0～－2 の範囲で判定誤差が生じている．
以上の結果より，姿勢評価値の高低と判定誤差との間に顕著な関連は見られない．  
 次に，本装置と産業医による姿勢評価値の判定結果に差が生じた原因を考察するため
に姿勢コードを比較した．姿勢コードの比較結果を図 3-7 に示す． 
 
 
図 3-7 姿勢コードの一致割合  
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背部は 100 場面のうち 88％の場面で姿勢コードが一致している．上肢の姿勢コード
は 100％一致している．下肢および重さに関する姿勢コードはそれぞれ 25％および
29％の場面で差が生じている．このことから，下肢および重さの姿勢コードの判定方法
については，引き続き改善が必要と考える．しかし，本装置と産業医による姿勢評価値
の相関係数が 0.85 に達することが確認されたことから，本装置の評価を行うために荷
役作業姿勢の改善を続けて行った． 
 
 43 
 
3.4 物流センターにおける荷役作業姿勢再設計への応用 
 
 本装置の評価を目的として，本装置を用いた姿勢評価値の軽減のための作業姿勢再計画
を行った． 
3.4.1 AC4 となる作業姿勢に対する分析 
本装置により作業中の AC コードの変化を連続して求めた結果，AC4 となる場面は
12 回発生していた．この 12 場面での姿勢コードを図 3-8 に示す． 
 
図 3-8 AC４となる作業姿勢の姿勢コード  
 
横軸に姿勢判定項目をとり，縦軸は姿勢コードを表わす．姿勢評価値が AC4 と判定
される姿勢には次の特徴が見られる．AC4 となる作業姿勢は対象物を持ち上げる時お
よび置く時に発生した．図 3-8 より背部の姿勢コードはひねりかつ横に曲げた姿勢（姿
勢コード IV ）となっている．下肢は両膝を曲げて立つ姿勢（姿勢コード IV ），または
重心を掛けている片足を曲げて立つ姿勢（姿勢コード V）となっている．そして，重量
物を把持している．（姿勢コード III ）特に，背部の姿勢コードおよび下肢の姿勢コー
ドが大きい．そこで，背部および下肢の姿勢コードを下げるように作業姿勢を変更した．
作業姿勢の変更前と変更後の一例を図 3-9 に示す．図 3-9 では次の点に気を付けて作業
姿勢を計画した．対象物を持ち上げる時には，対象物に体を寄せ，背部がねじれないよ
うにする．そして，背部および下肢を曲げない姿勢を取る．対象物を置く作業姿勢では，
背部をねじるまたは横に曲げることがないように置く場所まで近寄る．そして，背部を
真直ぐにした姿勢で下肢を曲げて対象物を置く．  
 
上肢 
下肢 
重さ 
背部 
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図 3-9 作業姿勢改善案  
上記の方針に基づき改善案を計画した．そして，本装置により改善案に対して作業開
始から終了までの姿勢評価値を判定した．作業姿勢の改善前と改善後の姿勢評価値の比
較を図 3-10 に示す． 
 
図 3-10 作業姿勢改善前後における AC ｺｰﾄﾞ 
 
紙面の制約から作業開始後 60 秒の間（1 段目，5 個分）の AC コードが比較されてい
る．この間では，作業姿勢改善前は対象物を持ち上げる時の最大値は AC3 であった．
対象物を置く時の最大値は AC4 であった．作業姿勢の改善により，持ち上げる時には
AC2，置く時には AC3 に低減される．残りの作業時間についても姿勢評価値の改善効
果が分析された．分析結果を図 3-11 に示す． 
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図 3-11 作業員 Aの姿勢評価値および改善案  
 
現状では早期に改善が必要とされる AC3 および AC4 となる作業姿勢は合計で 32％
ある．改善後は 8％まで低減される．ただし，改善案では作業員の移動距離およびしゃ
がむ回数が増加した．これらの動作に要する時間は MTM に基づき設定された．その結
果，総作業時間は 905 秒となり，29％増加することが予測された． 
 
3.4.2 改善案の検証 
改善案に基づき荷役作業が行われた．当該物流センターの人員計画の変更により作業
員 A を被験者とすることが困難であったために新たに作業員 B を被験者とした．作業
員 B は経験年数が 8 年の男性である．荷役作業は 2 回行なわれた．1 パレットには 40
個の対象物が積まれている．1 回目は，改善案を示さずに普段通りの作業姿勢により１
パレット分の荷役作業が行われた．10 分の休憩を入れた後，改善案が説明された．改
善案に記された作業姿勢を意識して 2 回目の荷役作業が行われた．荷役作業 1 回目の
総作業時間は 357sec を要した．2 回目は総作業時間は 525sec となり，1 回目よりも
47％増加した．当初に予測された増加率 29％よりも総作業時間が超過した主な原因に
ついて，作業員 B からは改善案で示された作業姿勢への慣れが不足していたとの意見
が得られた．肉体的疲労の影響も考えられる．作業員 B による荷役作業の 1 回目と 2
回目に見られた特徴的な作業姿勢の変化を図 3-12 に示す． 
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図 3-12 改善案実施後の作業姿勢  
 
1 回目の荷役作業では，対象物を持つ際に背中を曲げて対象物を手前に引き寄せる作
業姿勢となっている．この時の姿勢評価値は AC3 と判定される．2 回目の荷役作業で
は，作業員は対象物の正面まで移動し，対象物を体に引き付けて持ち上げている．この
時の姿勢評価値は AC1 と判定される．また，対象物を置く作業姿勢については，1 回
目は AC4 と判定された．2 回目は，背中を伸ばし，両膝を曲げて体を低くする作業姿
勢ができており，姿勢評価値は AC2 と判定される．姿勢評価値 AC1～AC4 の発生割合
を図 3-13 に示す． 
 
図 3-13 作業員 Bの姿勢評価値  
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改善前は早期に改善が必要とされる AC3 と AC4 の合計が 23％と高い．先に分析さ
れた作業員 A においても同比率が 32％と高い値であった．改善後には，AC3 と AC4
の合計は 13％まで減少している．特に AC4 は改善前の 7.7％から 1.5％まで大きく減
少している．図 3-11 において，改善案では AC4 の比率は 1.0％まで下がると予測され
ていたことから，ほぼ予測通りの結果が得られた．また，改善後に AC3 および AC4 の
比率が減少した部分は殆どが AC2 に変わっている．以上の結果より，本装置の活用に
より姿勢評価値を軽減できる作業姿勢を再計画できたと考えられる．ただし，再計画さ
れた作業姿勢に作業員が慣れていなかったことにより作業時間は予測値以上に増加し
た． 
ところで，対象物の積み換え作業を根本的に削減する方策として一貫パレチゼーショ
ンがある．製造会社の所有するパレットに対象物を積み，複数の会社を経由して最終目
的地まで積み換え作業をせずに輸送する方式である．しかし，この方策にはパレットの
管理コストが増大するという課題があるために，一貫パレチゼーションの普及が阻害さ
れている．輸送過程においてパレットが散逸し回収が困難となること，および生産量の
ピークに合わせてパレット数が保有されるために閑散期におけるパレットの在庫が大
きくなることが原因とされている．そのため，当該物流センターにおいては引き続きこ
の研究を継続し，生産性を下げることなく姿勢評価値を軽減できる作業姿勢を追求する
予定である． 
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3.5 結言 
 
本論文では姿勢評価値の判定機能を有する作業姿勢計画支援装置を開発した．  
(1)仮想現実感技術を用いて手と対象物との接触判定を行うことにより荷重に関する判
定機能を実現した．姿勢評価値の判定には OWAS 法を用いた．  
(2)作業姿勢の作成を支援するための作業姿勢計画インターフェースを作成した．  
(3)物流センターにおける荷役作業を対象として本装置の性能を検証した．本装置によ
る姿勢評価値の判定と産業医による判定とを比較した．判定結果は 76％一致し，相
関係数は 0.85 であった．  
(4)本装置により荷役作業姿勢の再計画を行い，姿勢評価値の改善効果を確認した． 
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第 4 章 設備メンテナンス作業教育支援装置の開発手法 
 
4.1 緒言 
第 2 章では流通加工作業の改善に IE を用いて作業の効率化を実現する手法を提案し
た．第 3 章では荷役作業の作業者への肉体的負担軽減に取り組み作業姿勢の計画支援の
手法を提案した．本章では設備メンテナンスの教育，訓練のための支援装置開発手法を
提案する．設備メンテナンス作業では作業者ひとりひとりの技能，技術レベルによって
作業品質や安全の達成度が異なる．しかし，派遣労働者を多く使わざる得ない事業構造
から教育，訓練の効率化が求められている．そこで，設備メンテナンスの実習の効率を
上げるための教育支援装置開発手法を提案する．画面の操作性評価に Web 画面の設計
に用いられるNE比[56]の考え方を用いて定量的な評価を行い教育支援装置を開発して
手法の評価を行う． 
設備メンテナンスの研修には，作業手順，機材の使い方，安全教育，品質に関する注
意等の広範な内容が含まれる．そして，座学に加えて研修の実効性を高めるために実習
が行われる．座学に比較して実習は機材の準備に時間を要することおよび台数の制約に
より待ち時間が発生するために多くの時間を要する．他方，研修に参加する作業員は研
修期間が限られている．そのため，研修期間内に設備メンテナンス作業の全ての作業内
容について実習を行うことは難しい．例えば，機材の設置，調整に半日を要する作業が
ある場合には，研修センターのスタッフが予め当該機材の設置，調整作業を済ませてお
き，機材の使用方法のみ実習が行われることがある．そのため，実習を省かれた作業に
ついては，映像等により作業方法を確認できる仕組みが望まれる．その際に，実習場で
映像を見ながら設備および機材に直接触れて，重量，大きさ，質感等を体感することが
できれば，現実感を持って設備メンテナンス作業方法を学習できる． 
そこで，設備メンテナンス作業研修において実習を省かれた項目の学習を補うことを
目的とする教育支援装置を開発する．本装置はタブレット PC を用いている．タブレッ
ト PC に組込まれているカメラで設備および機材を撮影する．撮影された写真を画像処
理することにより，目前にある設備および機材の種類を自動判別する．判別結果を基に
設備および機材に関連する作業手順，操作方法，安全対策等を映像，写真，文章により
確認できる．また，操作性能を向上するために，Web 画面の設計で用いられる NE 比
の考え方を応用して本装置の表示画面を作成する．  
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4.2 作業教育支援装置の構成および開発手法 
 
本装置の外観を図 4-1 に示す．実習場で使用することを想定してタブレット PC を用
いている．タブレットPCの背面に組込まれているカメラで設備および機材を撮影する． 
 
 
図 4-1 装置の外観 
 
4.2.1 画像認識 
入力画像を画像処理することにより，写真に写っている設備および機材を判別する．
画像処理には，テンプレートマッチング[57]を用いる．本装置は照明条件が比較的安定
している実習場において使用することを仮定している．また，設備および機材の自動認
識技術よりも，本装置に表示される設備メンテナンス作業の内容および操作性能を重視
している．そのため，画像認識に関しては計算手順が単純なテンプレートマッチングを
用いる．ただし，カメラで設備および機材を撮影する際には，カメラから被写体までの
距離および方角が撮影の度に変わることが想定される．そのため，テンプレート画像に
対して回転と拡大縮小処理（アフィン変換）を行う．画像認識手順を図 4-2 に示す．テ
ンプレート画像の拡大率を α，回転角度を θ，平行移動量を(u,v)とすれば，アフィン変
換は式(4-1)により表わされる．テンプレート画像内の任意の座標(x,y)は式 (4-1) によ
り座標 (x',y') に移る． 
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そして，入力画像に対してテンプレートマッチングを行う．テンプレートマッチング
では，式 (4-2) により与えられる輝度値差二乗和を用いる． 
 
)2-4())','(),((
1
),(
2 　


Tyx
yvxufyxt
n
R
 
ただし，記号Tはテンプレート画像を囲む四角形内の画素の集合，記号nはテンプレー
ト画像の画素数，記号 ),( yxt  はテンプレート画像の座標 ),( yx  の輝度値， )','( yvxuf   
は入力画像の座標 )','( yvxu   の輝度値を表わす．入力画像を走査し，輝度値差二乗
和が最小となる探索位置 ),( vu  を求める．この探索をテンプレート画像の回転角度 θ 
が (0<θ<2π) の範囲，拡大率 α が )5.15.0(   の範囲で行う．そして，全てのテン
プレート画像の中から入力画像との輝度値差二乗和が最小となるテンプレート画像を
求めることで，入力画像に映っている工具の種類を特定する． 
 
図 4-2 画像認識手順 
 
4.2.2 テンプレート画像の分類 
テンプレートマッチングに要する処理時間はテンプレート画像の数に比例する．そこ
で，設備および機材の判別に要する時間を削減するために，設備メンテナンス作業名毎
にテンプレート画像を予め分類する．本装置により実習場の機材を自動判別する際には，
設備メンテナンス作業名を先に選択することで画像認識に用いるテンプレート画像フ
ォルダーを選択できるようにしている． 
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4.2.3 操作性能向上方法 
本装置の開発では設備メンテナンス作業の内容を学習するための操作性能を重視し
た．そのため，操作性能の評価方法を設定した．設備メンテナンス作業の研修では作業
内容，機材の特性，安全および品質に係わる注意点などを学習する．そして，設備メン
テナンス作業には作業手順がある．さらに，作業手順毎に作業能率を高めるための様々
な機材が使われる．従って，本装置の操作画面は，作業手順に従い，文章，写真および
動画により作業内容を表示することを基本とした．また，機材に関しては説明を受ける
まで名称および使い方が分からない特殊な機材が多い．そのため，画像認識により工具
名を自動判別できる機能を設けている．機材の使い方が説明されている作業手順のペー
ジにリンクを張り，当該機材が判別された後に呼び出せるようにしている． 
上記の画面構成は，一般的な Web による各種の申請手続きを行う際にも見られる．
Web 画面の操作性能を測定するために，生田目ら[58]および志村ら[59]は視線計測を用
いる方法を提案している．他方，前掲の伊藤ら[56]は Web 画面の操作性能を測定する
ために NE 比を用いている．NE 比とは初心者（ビギナー）の操作時間を製作者（エキ
スパート）の操作時間で除した値で表される．NE 比による測定法は視線計測よりも簡
便に画面の操作性能を測定できる．そのため，本論文では，画面の操作性能の測定に NE
比を用いた．Web 画面の設計では，NE 比を 2.0 以下に抑えることが推奨される．また，
NE 比が 4.5 以上になる場合には，重大な問題が潜んでいると判定される． 
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4.3 熱交換器チューブ交換作業教育支援装置開発への適用 
 
4.3.1 対象とした設備メンテナンス作業 
設備メンテナンス作業研修の支援を目的として前章で述べた方法を用いて作業教育
支援装置を開発した．本装置の開発および運用試験を実施するメンテナンス事業所では
化学プラントの設備を主たる対象として設備メンテナンス作業の研修および実務が行
われている．熱交換器のチューブ交換作業を例として，本装置の開発過程について述べ
る．チューブ交換作業の様子を図 4-3 に示す． 
 
 
図4-3 熱交換器チューブ交換作業 
4.3.2 作業内容 
 熱交換器のチューブ交換作業は以下の手順で行われる．手順ごとに詳細な作業手順，
作業終了判定基準，安全上の注意事項，品質に関連する注意事項がある．さらに，作業
能率を向上するための特殊な機材が用いられている． 
(1)研削 
古いチューブと管板のシール溶接部分の研削を行う． 
(2)開先加工 
シール溶接時に溶接部への溶接材料の溶け込みが十分となり，溶接部が母材と同等
の強度とするための準備作業として行う． 
(3)ザグリ 
管端に拡管固定されたチューブの固着力を減少させるために，古チューブの管端に
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施す加工． 
(4)抜管 
拡管により管板に固定されている古チューブを抜き出す作業．管を引抜くための工
具としてチューブプーラーを用いる方法とクイックプーラーを用いる方法がある． 
(5)管穴清掃 
挿入前に管板の油脂，その他の汚れを完全に取り除くとともに，管板内面を滑らか
にする処置を行う． 
(6)計測 
拡管率を出すための計測．計測器が正常に動作するよう，もしくは正常に動作して
いるかの確認を行う．そして，ノギスを用いて新しいチューブおよび管板内径等の
計測を行う． 
(7)チューブ挿入 
拡管，溶接の精度を高めるため，新しいチューブの管端を研磨を行い，管板に挿入
後，拡管作業の準備として仮止め溶接を行う． 
(8)拡管 
管板のチューブを通す穴の内側に刻まれている溝に，拡管作業によってチューブ端
部をその溝を埋めるように拡げることで固定と漏洩防止を図る． 
(9)溶接 
拡管によって強度的に充分な接合性能（剛性）を有する部分に対して，更に漏れ止
め性能の維持向上を目的としてシール溶接を行う． 
上記の各作業手順には，機材を使用するための詳細な手順，作業の終了判定基準，
安全上の注意点，および品質上の注意点がある．そして，チューブ交換作業に使用
される主な機材は29種類ある．殆どの機材はチューブ交換作業のための特殊な工具
であるために操作方法の説明を受ける必要がある． 
 
4.3.3 試作画面 
試作画面の一例を図 4-4 に示す．チューブ交換作業における 9 つの作業手順について
作業一覧を画面の右枠内に配置した．作業一覧の各項目には作業の詳細を記したページ
がリンクされている．項目を選択することにより，詳細な作業内容が表示される．図 4-
4 では，開先加工の詳細な作業内容が表示されている．開先加工の作業手順を表わす写
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真または映像を画面上段，文章による説明を中段に配置している．説明文の中では，作
業の終了判定基準を定量的に示している．そして，安全作業のための注意点および品質
上の注意点を下段に記している．さらに，説明文の中で使われている特殊な機材，およ
び作業終了時の状況については，画面左側の枠内に写真を付している．研修者は，作業
場で設備および機材に触れながら画面に表示される説明を読むことができる． 
 
 
図4-4  試作画面 
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4.3.4 操作性能測定 
(1)確認試験問題 
 本装置の操作性能を調べるために確認試験問題を設定した．確認試験問題の一部を図
4-5に示す．確認試験問題は，機材の使用目的と名称に関する設問，作業手順毎の作
業終了判定条件，安全，品質に関する注意事項に関する設問からなる合計18問を設定
した． 
  
次の問について，（ ）に正しいものを下記より選び記号を記入せよ． 
 
１． 開先加工機は（  ）である． 
２． 抜管作業において使用するチューブプーラーは（  ）である． 
３． 研削作業において使用するディスクグラインダーは（  ）である． 
４． チューブ挿入前に使用するチューブポリッシャーは（  ）である． 
５． 抜管作業に用いるカラーは（  ）である． 
 
 
 
    (ｲ)         (ﾛ)     (ﾊ) 
   ： 
  （中略） 
   ： 
17．抜管作業における矢のねじ込みは，（    ）を目安として作業を終了する． 
イ，（可能な限りねじ込むこと） ロ，（矢のねじ切り部を全てねじ込むこと）  
ハ，（4～5 回転） 二，（6 回転） ホ，（8～10 回転） 
 
18．チューブ外径 19mm，拡管前チューブ内径 14.56mm の鋼管を拡管するときの拡
管率は，（    ）が適正である． 
イ，（2％） ロ，（3～4％） ハ，（5％） 二，（6～8％） ホ，（9％） 
 
 
図4-5 確認試験問題 
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(2)操作性能測定結果 
本装置の開発者 1 名および他の 5 名の被験者（当該作業未経験者）が確認試験問題に
回答をした．図 4-6 に設問毎の回答時間および NE 比を示す．製作者は 18 項目の確
認試験問題に対して，一問当たり平均 14.7sec/問，5 名の被験者については一問当た
り，平均 42.2sec/問であった．個々の設問に対する NE 比は 1.1～3.9 の範囲であっ
た．Web 画面の設計では NE 比を 2.0 以下に抑えることが推奨されている．本装置
による実験では，NE 比が 2.0 を超える設問は 15 問あり，設問全体の 83％となった．
この結果から，作業内容の表示方法については更なる改良が必要であると考えた．特
に，8 つの設問で NE 比が 3.0 を超えている．原因としては，作業一覧を示す見出し
欄において同じ作業名でありながら作業の詳細を確認するためのリンク先が複数設
定されていたことが考えられる．2 つ目の原因として，リンク先に表および数式が記
されていたが，要点が簡潔に述べられていなかった． 
 
 
図 4-6 操作性能測定結果 
 
4.3.5 表示画面の改良 
前節の分析結果を基に本装置の表示画面を改良した．主な改良点について述べる．
図 4-7 に作業手順表示画面を示す．画面右側の作業一覧では，大分類された個々の作
業とそれらの詳細な作業内容を示すリンク先とを一対一に対応させた．図 4-7 では，
開先加工の詳細な作業手順の表示画面を示している．作業手順を箇条書きの文章と写
真で説明した．作業手順毎に動画（作業映像）による説明画面を呼び出せるようにし
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た．図 4-7 に示した開先加工作業の作業映像の画面を図 4-8 に示す．この改良により
作業手順の説明画面から作業映像を省いた．改良前は作業手順に対応させて複数の作
業映像を配置していたために，説明文の行間および文字サイズも小さくなっていた．
改良後は，作業手順に対応させて作業映像一覧のみを付した．作業映像一覧からは作
業映像の画面にリンクが張られている． 
 
 
図4-7 作業手順の詳細説明画面 
 
作業映像の画面では，作業者の動作を示す映像に加えて，使用される機材の写真，当
該作業手順の何番目の作業であるか，および作業終了時の状況を示すための加工部位の
拡大写真を併せて付している．数式および表を含む表示画面の改良後の例を図4-9に示
す．数式については変数の説明を記した．そして，説明変数に値を代入することで目的
変数の値をその場で確認できるようにした．さらに，適性値が指定されている説明変数
に関しては，適性値の許容範囲を明示した． 
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図4-8 作業映像表示画面 
 
 
図4-9 数式および表を含む表示画面  
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4.3.6 改良後操作性能測定結果 
本装置の開発者および 5 名の新たな被験者を設けて改良後の表示画面について操作
性能を測定した．確認試験問題は図 4-5 に示したものと同じ問題を用いた．操作性能測
定結果を図 4-10 に示す．18 項目の設問に対して製作者は一問当たりの平均回答時間が
17.8 sec/問であった．5 名の被験者については一問当たり，平均 34.2sec/問であった．
個々の設問に対する NE 比は 1.1～3.9 の範囲であった．改良前は 18 問中の 15 問（設
問全体の 83％）で NE 比が 2.0 を超えた．NE 比が 3.0 を超える設問は 8 問（全体の
53%)あった．表示画面改良後は，NE 比の範囲は 1.1～3.9 となり変わらなかった．し
かし，NE 比が 2.0 を超える設問は 5 問（設問全体の 28％）にまで改良された．NE 比
が 3.0 を超える設問は 1 問に減少した．また，当該装置の改善前，改善後ともに設問 18
項目に対して NE 比と回答時間との相関係数は 0.79 となった．そこで，両者の無相関
検定を行った．帰無仮説 H0: ρ=0, H1: ρ≠0 とした．統計量|t0|=5.17，棄却限界値
t(16,0.01)=2.92 となり，危険率 1％で NE 比と回答時間の関係は無相関ではないと判定
された．NE 比を低減することは，被験者（初心者）の回答時間短縮に有効であること
が示された． 
研修生の受け入れのタイミングと本装置の開発のタイミングが合わなかったために，
実運用はまだ行われていない．また，同事業所の設備メンテナンス作業教育の責任者お
よび担当者からは本装置の性能は実用に耐え得るとの評価を得たが，実務に使うには英
語，中国語を含めた多言語への対応が必要との指摘を受けた． 
 
 
図4-10 改良後の操作性能測定結果 
0.0 
0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2.5 
3.0 
3.5 
4.0 
4.5 
0
20
40
60
80
100
120
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
回答時間(sec)
被験者平均
製作者
NE比
NE比
問題番号
 61 
 
4.4 結言 
 
設備メンテナンス作業研修における作業実習を支援することを目的とする装置を開
発した．設備メンテナンス作業に用いられる様々な機材を画像認識により自動判別でき
る機能を持たせた．さらに，NE 比を用いて本装置の操作性能を改良する方法を導入し
た．今後は表示内容の多言語化および支援できる設備メンテナンス作業の内容を拡大す
るとともに，実際の研修に活用したいと考えている．また，NE 比は被験者を製作者と
初心者に大別して操作時間を比較している．そのため，設問に対する初心者の理解度の
差を考慮することができない．初心者の理解度の差を考慮した操作性の測定方法の提案
については今後の課題とさせていただきたい． 
  
 
 62 
 
第 5 章 結論 
 
5.1 結論 
 
第１章では，本論文の背景および目的を述べた．労働集約型生産方式において準稼働
要素に分類される物流および設備メンテナンスを対象として作業効率化を支援するた
めの手法を開発した．従来は経験者の『勘と経験』に頼っていた作業改善を，科学的，
分析的な IE を用いて実現する手法を開発する必要性と予想される効果について述べて
いる． 
第 2 章では，作業分析に着目し，労働集約型作業の効率化に IE と自動化技術を用い
て効率化を行う手法を提案した．IE と自動化技術を用いた効率化の手法により企業が
大型設備投資を判断したことで，本手法が実運用可能であることを実証した．また，通
常生産現場で行われている IE に基づく作業改善が労働集約型作業の改善に十分適用で
きることも実証された． 
第 3 章では労働集約型作業の身体への負担軽減に取り組んだ．機械化が難しいとされ
る袋詰めされた粉もの商品をパレットへ積み上げる荷役作業を対象とした．当該荷役作
業の肉体的負担を軽減することを目的に作業姿勢計画支援装置の開発手法を提案した．
そして，開発した手法を用いて荷役作業姿勢の再計画を行ない，姿勢評価値の改善効果
を検証した．これにより，人間の体を使った作業の負担軽減に科学的，分析的改善手法
が十分に有効であることが実証された．本論文では，身体への負担軽減と作業生産性の
維持という２つの相反する要素を両立させる作業姿勢を設計することに成功した．  
第 4 章では労働集約型作業の教育に主眼をおき教育支援装置の開発手法を提案した．
設備メンテナンスの作業教育は実習による研修が最も効果的だが，集合教育では一人当
たり持ち時間が限られる．そこで研修の効率を上げるために教育支援装置を開発した．
本装置の操作性能を向上するために Web 画面の設計で用いられる NE 比の考え方を応
用して表示画面を作成した．本装置の特徴は使用する機材が汎用品のため大変安価に装
置が開発できるため，海外でも現地で機材を調達して簡単に利用開始できることである．  
 本論文において述べた上記の結果は以下のように総括される．本論文では労働集約型
作業である流通加工，荷役作業および設備メンテナンスを主たる対象とした．これらの
労働集約型作業の効率化を目的として，IE 手法と自動化技術とを組み合わせた作業改
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善手法，作業負担の小さい作業姿勢を人工現実感技術を用いて設計する手法，および設
備メンテナンス作業教育支援装置の開発手法を提案した．そして，各手法を具現化した
実機を製作し，運用試験を行うことにより各手法の有効性を示した．さらに，今後の研
究課題についてまとめた． 
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5.2 今後の課題 
 
 本論文で開発した手法の一般化を目的として，手法を用いた労働集約型作業の改善を
更に進める計画である． 
 第 2 章で開発した IE の分析を用いた流通加工の改善手法は，他の物流センターにお
けるピッキング作業の動線分析に適用する計画である．その他，服飾雑貨を扱う大型量
販店での在庫管理の作業効率を上げる作業支援技術開発にも適用する計画である． 
 第 3 章で開発した荷役作業者の身体的負担を軽減するための作業姿勢計画支援装置
の開発手法は次の計画として，パワーアシストスーツを使った実証実験を計画している． 
 第 4 章で開発した教育支援装置の開発手法は多言語化を計画しており，海外の研修生
を対象に実証実験を行う計画である． 
  
 65 
 
参考文献 
[1] 吉本一穂, 大成尚, 渡辺健：｢メソッドエンジニアリング｣, 朝倉書店, p. 30 (2005) 
[2] 青山裕子：“情報化時代の消費と流通 : 経済地理学への研究提言(<特集>流通空間
の再構築)”, 経済地理学年報, Vol. 51, No. 1, pp. 101-115 (2005) 
[3] 鈴木徳太郎：“日本における保全と TPM”, 精密工学会誌, Vol. 57, No. 3,      
pp. 404-407 (1991) 
[4] 鈴木信夫：｢経営工学ハンドブック｣, 日本経営工学会, p. 157 (1994) 
[5] 大江一義：“物流エンジニアリングで労働力不足時代を勝ち残る”,               
マテリアルフロー, Vol. 49, No. 8, pp. 44-47 (2008) 
[6] 平野明：“労働力不足に対応した物流業の新展開”, トランスポート, Vol. 41, No. 5, 
pp. 20-27 (1991) 
[7] 黒田俊夫：“労働力需給と人口移動”, 運輸と経済, Vol. 30, No. 9, pp. 2-8 (1970) 
[8] 福井幸男：“生産管理学会における生産性研究の動向と展望”, 生産管理, Vol. 19,  
No. 1, pp. 29-34 (2012) 
[9] 佐竹義昌：“交通業の労働集約性と省力化”, 運輸と経済, Vol. 30, No. 9, pp. 9-15 
(1970) 
[10] 吉本一穂：“サービス産業の生産性向上と IE”, IE レビュー, Vol. 51, No. 2,   
pp. 6-9 (2010) 
[11] Kenith J. A.：「Handbook of Business Problem Solving｣, 日本生産性本部,     
p. 157 (1980) 
[12] 丹下博文：“物流におけるマテリアル・ハンドリングの機能に関する研究-海外の 
マテハン動向も踏まえて”, 経営管理研究所紀要, Vol. 18, pp. 43-56 (2011) 
[13] 梁瀬仁：“マテハン技術の変遷”, 包装技術, Vol. 41, No. 6, pp. 526-531 (2003) 
[14] 長部洋介：“:物流システム機器荷役運搬機械 交通・物流<特集>機械工学年鑑”,   
日本機械学會誌, Vol. 115, No. 1125, p. 595 (2012) 
 [15] 高橋輝男：“物流・配送システムの動向と展望”, 計測と制御, 37 巻 3 号,           
pp. 153-156 (1998） 
[16] 篠塚元雄：“マテハンとロジスティクス”, プラントエンジニア, Vol. 35, No. 6,    
pp. 52-55 (2003) 
 
 66 
 
[17] Chan F. T. S., Ip R. W. L. and Lau H.：“Integration of Expert System with 
Analytic Hierarchy Process for the Design of Material Handling Equipment 
Selection System”, Journal of Material Processing Technology, Vol. 116, No.2-3, 
pp. 137-145 (2001) 
[18] 高橋輝男：“マテリアルハンドリング設備の選択と評価のための意思決定支援シ
ステム”, マテリアルフロー, Vol. 38, No. 4, pp. 110-114 (1997) 
[19] 高橋輝男：“マテリアルハンドリング技術の課題と将来の展開”, 経営システム,  
Vol. 18, No. 5, pp. 222-227 (2008) 
[20] 佐藤良明：｢工場内物流｣, 日刊工業新聞社, pp. 111-112 (1991) 
[21] 辻本方則, 王群智：“マテリアルハンドリング設備の発展と変遷”, 経営システム,  
Vol. 18, No. 5, pp. 228-233 (2008) 
[22] 岡山宏之：“物流プロジェクトのマテハン選びユニークな評価法で合理性を追求”, 
LOGI-BIZ, 9 月 号, pp. 16-19 (2001) 
[23] 新原達也：“マテハン導入時の採算評価と導入のポイント”, 経営システム,      
Vol. 18, No. 5, pp. 246-251 (2008) 
[24] 平居義徳：「作業改善の技術」, 日本生産性本部, pp. 148-154 (1981) 
[25] 高橋輝男：“生産自動化とシステム設計”, 日本機械工学会誌, Vol. 78, No. 685,   
pp. 34-35 (1975) 
[26] 鈴木震：“オーダーピッキングの動向とポイント”, 包装技術, Vol. 41, No. 6,      
pp. 541-545 (2003) 
[27] 高橋輝男：“人間と共生する物流機械”, マテリアルフロー, No.523,              
pp. 65-68 (2003) 
[28] Satya S. Chakravorty：“Improving Distribution Operations：Implementation 
of Material Handling Systems”, International Journal of Production 
Economics, Vol. 122, No. 1, pp. 89-106 (2009) 
 [29] 長谷川祐蔵，川村進：“化学プラントの長期連続運転に対するメンテナンスの現
状”, 溶接学会誌, Vol. 65, No. 2, pp. 44-46 (1996) 
[30] 野見山隆, 松山久義, 立野繁之：“化学プラントにおける配管の内部腐食箇所の推
定”, 電子情報通信学会技術研究報告, Vol. 108, No. 243, pp. 1-5 (2008) 
 
 67 
 
[31] 鈴木剛, 野村光俊, 森正美：“プラント安全運転と技能伝承・教育へ向けた保守・
点検作業支援システムの開発”, 計装, Vol. 48, No. 6, pp. 27-31 (2005) 
[32] （社）日本機械工業連合会，（社）日本ロボット工業会：「石油化学コンビナー
トのメンテナンス作業への RT 適用に関するニーズ調査研究報告書」,  
pp. 52-53 (2009) 
[33] De Koster, R., Le-Duc, T. and Roodbergen K. J.：“Design and Control of 
Warehouse Order Picking: A Literature Review”, European Journal of      
Operational Research, Vol. 182, No. 2, pp. 481-501 (2007) 
[34] 北澤博，高橋輝男：「ロジスティクス用語辞典[第 3 版]」，白桃書房, p. 22 (2009)  
[35] 坂本延寛，鈴木育男，山本雅人，古川正志：“物流センターにおける集配ナビゲ
ーション手法の提案”, ロボティクス・メカトロニクス講演会講演概要集 2010,   
pp. 2A2-G03(1)-2A2-G03(2) (1984) 
[36] Hsu C.-M., Chen K.-Y. and Chen M.-C.：“Batching Orders in Warehouses by 
Minimizing Travel Distance with Genetic Algorithms”, Computers in 
Industry, Vol. 56, No. 2, pp. 169-178 (2005) 
[37] Chan F.T.S. and Chan H.K．：“Improving the Productivity of Order Picking of 
a Manual-Pick and Multi-Level Rack Distribution Warehouse through the 
Implementation of Class-Based Storage”, Expert Systems with Applications, 
Vol. 38, No. 3, pp. 2686-2700 (2011) 
[38] Dumrongkiat R.A.，圓川隆夫，秋庭 雅夫：“オーダーピッキング方式の設計方法
とそのコスト評価”, 日本経営工学会誌, Vol. 35, No. 2,    pp. 91-97 (1984) 
[39] Poon T.C., Choy K.L., Chow H.K.H., Lau H.C.W., Chan F.T.S. and Ho K.C.：“A 
RFID Case-Based Logistics Resource Management System for Managing 
Order-Picking Operations in Warehouses”, Expert Systems with Applications, 
Vol. 36, No. 4, pp. 8277-8301 (2009) 
[40] 中川隆広, 金田重朗：“作業分析をベースにした業務システム設計法”，情報処理
学会研究報告, ソフトウエア工学研究会報告 2001, pp. 71-78 (2001) 
[41] 松本俊之, 志田敬介, 金沢孝：“タッピンねじ締め作業における作業方向と作業位
置が効率に及ぼす影響”, 日本経営工学会論文誌, Vol. 52, No. 6, pp. 332-343 
(2002) 
 68 
 
[42] Bao S., Winkel J., Mathiassen S.E. and Shahnavaz H.：“Interactive Effect of 
Ergonomics and Production Engineering on Shoulder-neck Exposure - A Case 
Study of Assembly Work in China and Sweden”, International Journal of 
Industrial Ergonomics, Vol. 20, No. 1, pp. 75-85 (1997) 
[43] 山本華代，神代雅晴，衛藤理沙，藤井敦成，赤築秀一朗，鈴木秀樹：“某製造工
場における腰痛と作業姿勢及び生活習慣との関係”, 産業衛生学雑誌, Vol. 46，    
pp. 78-88 (2004) 
[44] Karhu O., Kansi P. and Kuorinka I.：“Correcting Working Postures in 
Industry：A Practical Method for Analysis”, Applied Ergonomics, Vol. 8, No. 4,        
pp. 199-201 (1977) 
[45] McAtmney L. and Corlett N.：“RULA; A Survey Method for the Investigation 
of Work-Related Upper Limb Disorders”, Applied Ergonomics, Vol. 24, No. 2,           
pp. 91-99 (1993) 
[46] 長町三生：“Participatory Ergonomics による作業改善の研究”, 日本経営工学会
論文誌, Vol. 53, No. 5, pp. 410-417 (2002) 
[47] Santos J., Sarriegi J., Serrano N. and Torres J.：“Using Ergonomic Software in 
Non-repetitive Manufacturing Processes：A Case Study” International Journal 
of Industrial Ergonomics, Vol. 37, No. 3, pp. 267-275 (2007) 
[48] 藤澤一暁，松原行宏，岩根典之，真嶋由貴恵：“作業姿勢分析における関節角度
に基づくファジィ推論を用いた姿勢自動分類手法”, バイオメディカル・ファジ
ィ・システム学会誌, Vol. 10, No. 1, pp. 126-129 (2008) 
[49] Swat K. and Krzychowicz G.：“ERGONOM：Computer-aided Working Posture 
Analysis System for Workplace Designers”, International Journal of Industrial 
Ergonomics, Vol. 18, No. 1, pp. 15-26 (1996) 
[50] Rim Y.H, Moon J. H, Kim G.Y. and Noh S.D.：“Ergonomic and Biomechanical 
Analysis of Automotive General Assembly Using XML and Digital Human 
Models”, International Journal of Automotive Technology, Vol. 9, No. 6,      
pp. 719-728 (2008) 
 
 
 69 
 
  [51] 香川洋平, 蔡成浩, 嘉納成男：“建築工事における三次元シミュレーションに関す
る研究－作業者の作業モデルの作成”, 日本建築学会大会学術講演会概集,       
pp. 1293-1294 (2004) 
[52] Balingit J., 岩瀬弘和, 北岡正敏：“荷役作業姿勢の 3 次元動作解析と CG による
人体モデル表示に関する研究”, 日本経営工学会論文誌, Vol. 56, No. 5,            
pp. 346-357 (2005) 
[53] （社）人間生活工学研究センター: ｢日本人の人体寸法データブック 2004-2006｣, 
CD-ROM (2008) 
[54] 常定和也, 西村剛史, 梶原康博, 宗澤良臣, 大崎紘一：“人体リンクモデルを用い
た組立作業姿勢計画手法”, 日本経営工学会論文誌, Vol. 57, No. 2, pp. 132-143 
(2006) 
[55] Stoffert V.：“Analyse und Einstufungvon Korper-haltungen bei der Arbeit 
nach der OWAS-Methode“, Zeitschrift für Arbeitswissenschaft, Vol. 1, pp. 31-38 
(1985) 
[56] 伊藤泰久, 他 3 名：“NEM による地方自治体 Web サイトのユーザビリティ評価”, 
ヒューマンインターフェースシンポジューム論文集(CD-ROM), No. 3113 (2010) 
[57] Steger C., Ulrich M., Wiedemann V.：｢画像処理アルゴリズムと実践アプリケー
ション｣, ㈱リンクス出版事業部, pp. 210-240 (2008)  
[58] 生田目，北島宗雄：“ユーザビリティとアクセシビリティを両立させるリンク表
現の検討：視線計測によるウェブデザインに関する研究（１）”,                  
デザイン学研究, Vol. 58, No. 2, pp. 105-112 (2011) 
[59] 志村ゆかり, 渡辺隆行：“Web 構造化のユーザビリティとアクセシビリティ効果”,
電子情報通信学会技術研究報告, 福祉情報工学, Vol. 106, No. 408, pp. 109-114 
(2006) 
 
 
 70 
 
謝辞 
本論文の執筆に当たっては首都大学東京の梶原康博教授，滝聖子助教（現千葉工業大
学 准教授），瀬尾明彦教授，山本久志教授には大変お世話になりました．また早稲田大
学の吉本一穂教授にも大変お世話になりました．不慣れな筆者を長期にわたり根気良く
ご指導いただきましたことは感謝の念に耐えません．またご指導いただきました株式会
社ダイフクの辻本方則技監に心より感謝いたします．また実証実験にご協力いただきま
した山九株式会社の社員の皆さん，株式会社インフォセンスの社員の皆さんにも心より
感謝いたします．そして筆者の背中を押してくださいました故山本貴之氏に心より感謝
いたします． 
 
 
 
